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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

回次 第55期中 第56期中 第57期中 第55期 第56期 

会計期間 

自平成16年 
１月１日 
至平成16年 
６月30日 

自平成17年 
１月１日 
至平成17年 
６月30日 

自平成18年 
１月１日 
至平成18年 
６月30日 

自平成16年 
１月１日 
至平成16年 
12月31日 

自平成17年 
１月１日 
至平成17年 
12月31日 

(1）連結経営指標等           

売上高（百万円） 21,951 24,785 60,157 40,411 75,527 

経常利益（百万円） 1,072 1,102 4,826 781 2,327 

中間(当期)純利益（百万円） 2,139 553 2,854 729 1,122 

純資産額（百万円） 29,082 40,636 46,071 27,724 42,830 

総資産額（百万円） 49,055 92,254 99,174 46,081 91,316 

１株当たり純資産額（円） 753.20 786.14 873.28 725.39 828.05 

１株当たり中間（当期)純利

益（円） 
55.42 13.68 55.29 18.99 22.87 

潜在株式調整後１株当たり中

間(当期)純利益（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 59.3 44.1 45.5 60.2 46.9 

営業活動による 

キャッシュ・フロー(百万円) 
1,512 3,676 8,792 574 1,590 

投資活動による 

キャッシュ・フロー(百万円) 
△616 △1,609 △5,290 △921 △2,732 

財務活動による 

キャッシュ・フロー(百万円) 
△123 △321 △1,484 △342 △445 

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高（百万円） 
6,421 17,954 16,630 4,963 14,620 

従業員数（人） 1,017 2,339 2,420 988 2,339 

 



 （注）１．連結売上高及び売上高には、消費税及び地方消費税（以下、「消費税等」という。）を含めておりません。

２．連結ベースの潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額及び提出会社の潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。 

３．平成17年６月１日に旧㈱イトーキと合併したことに伴い、第56期中と第56期の純資産額、総資産額ならびに

従業員数が増加しております。 

４．第56期の１株当たり配当額には、合併記念配当３円が含まれております。 

５．第57期中より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第５号 平成17年12月

９日)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第8号

平成17年12月９日)を適用しております。 

回次 第55期中 第56期中 第57期中 第55期 第56期 

会計期間 

自平成16年 
１月１日 
至平成16年 
６月30日 

自平成17年 
１月１日 
至平成17年 
６月30日 

自平成18年 
１月１日 
至平成18年 
６月30日 

自平成16年 
１月１日 
至平成16年 
12月31日 

自平成17年 
１月１日 
至平成17年 
12月31日 

(2）提出会社の経営指標等           

売上高（百万円） 19,721 22,734 55,950 36,716 69,590 

経常利益（百万円） 982 848 4,377 765 2,058 

中間(当期)純利益（百万円） 1,812 429 2,627 454 996 

資本金（百万円） 

(発行済株式総数)（千株） 

5,277 

(40,005) 

5,277 

(52,143) 

5,277 

(52,143) 

5,277 

(40,005) 

5,277 

(52,143) 

純資産額（百万円） 27,752 38,672 42,864 26,421 40,825 

総資産額（百万円） 44,709 85,344 91,318 42,021 83,804 

１株当たり純資産額（円） 718.76 748.07 830.59 691.32 789.66 

１株当たり中間（当期) 

純利益（円） 
46.93 10.62 50.91 11.81 20.62 

潜在株式調整後１株当たり中

間(当期)純利益（円） 
－ － － － － 

１株当たり配当額（円） 0.00 0.00 0.00 5.00 8.00 

自己資本比率（％） 62.1 45.3 46.9 62.9 48.7 

従業員数（人） 750 1,690 1,790 646 1,742 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であります。 

 ２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

ものであります。 

  

(2）提出会社の状況 

  （注）従業員数は就業人員であります。 

(3）労働組合の状況 

 旧㈱イトーキクレビオの労働組合は昭和39年に結成、常に労使協調の精神を貫き円満に組合問題を解決してきて

おり、労働組合との間には特記することはありません。 

 旧㈱イトーキの労働組合は昭和28年に各地で結成、昭和36年に全国統合しました。労働組合との間には特記する

ことはありません。 

 なお、平成17年8月末で旧イトーキクレビオの労働組合は解散し、９月に旧イトーキの労働組合に統合しており

ます。 

  平成18年６月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

オフィス関連事業  1,242 

設備機器関連事業  892 

家庭用関連事業  68 

保守サービス関連事業  50 

全社（共通）  168 

合計  2,420 

  平成18年６月30日現在

従業員数（人） 1,790 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善を背景に民間設備投資の堅調な推移に加え、雇用情

勢の改善、個人消費の持ち直しなど、緩やかな回復基調が続きました。しかしながら、原油価格の高騰や資材価格

の上昇、米国景気の減速懸念など先行きの不透明感を拭いきれない部分もあり、今後の見通しは予断を許さない状

況となっております。当業界におきましても首都圏における連鎖移転需要やオフィスリニューアルが堅調に推移す

るとともに、地方においても民間設備投資の回復から需要の広がりが波及しつつあります。 

 このような状況のもと、当社は平成17年６月１日に「製販統合による市場に直結した一貫経営の実現」「効率経

営の追求」を目指し、旧㈱イトーキと合併、新生「株式会社イトーキ」としてスタートして、平成18年６月、満１

周年を迎えることができました。この間製販統合による合併の利点を生かすべく、スピード感ある新製品の開発、

ソリューション提案営業やトータル受注による新しい市場の創造と開拓に注力し「イトーキブランド」の高揚に努

めてまいりました。 

 これらの結果、今年度は期初より合併による業績数値がフルに反映されていることもあり、売上高は前年同期比

142.7％増の601億57百万円となりました。 

 一方、利益面につきましては、原油価格の高騰による素材関連資材価格の上昇、鋼板価格の高止まり等懸念材料

がありましたが、仕入製品や外注作業の内作化推進及び内製品の販売強化等による利益率のアップと生産性向上に

よる生産コストの削減、経費の削減、営業外収支の改善に取り組みました結果、経常利益は前年同期比337.7％増

の48億26百万円となりました。中間純利益につきましては、当初上期に予定しておりました不動産売却に伴う特別

利益の計上が下期にずれ込みましたが、経常利益が増加したことから、前年同期比415.9％増の28億54百万円とな

りました。 

 当社グループの事業の種類別セグメントの業績概況は、次のとおりであります。 

［オフィス関連事業］ 

 この事業につきましては、企業業績の回復に伴う民間市場の活発化や堅調な首都圏での新築需要、連鎖移転需

要、リニューアル需要を背景に、多様化するワークスタイルへの対応や地球環境に配慮した高機能・高品質の新製

品の開発、デザイン・機能性を追求したカスタマイズ製品を提供するとともに、ＩＴ化やセキュリティに関するコ

ンサルティング力を強化した積極的なソリューション型営業活動の展開により売上高の拡大を図りました。 

 新製品として、組織変更や人員の増減に柔軟に対応するユニバーサルオフィスプランを最も効率的に運用できる

シンプルでスタイリッシュなワークステーション「インターリンク」やオフィスとの一体感を演出するインテリア

性を高めた高機能メッシュチェア「プラオα」を投入し、リニューアル需要を喚起するなど受注拡大に注力いたし

ました。 

 これらの結果、この事業部門の売上高は前年同期比141.8％増の363億89百万円となりました。損益面につきまし

ては、収益重視の販売政策、内作化の推進、生産コストの削減、諸経費の圧縮などに努めました結果、営業利益は

前年同期比163.6％増の32億95百万円となりました。 

［設備機器関連事業］ 

 この事業につきましては、オフィス関連事業との相乗効果を図るトータル受注活動により、建材部門、セキュリ

ティ設備機器部門が売上を伸ばしました。 

 新製品として、さまざまなＩＣカード規格に対応する「カードエントランスシステム／ＭＣ」をはじめ多彩なセ

キュリティ設備機器を上市し、建物自体を含めた全体の環境面からトータルセキュリティを提案する営業活動を行

ってまいりました。また、物流機器、研究設備機器部門は主力商品の重点販売先を選定し、ソリューション営業に

よる需要の堀り起こしに努めました。 

 これらの結果、この事業部門の売上高は前年同期比192.0％増の205億23百万円となりました。損益面につきまし

ては、原価、販売管理費などあらゆるコストの削減により利益確保に努めました結果、営業利益は14億25百万円

（前年同期は営業損失77百万円）となりました。 



［家庭用関連事業］ 

 この事業につきましては、主力の学習家具事業ではデザイン面での独自性と機能面の完成度を高めた高付加価値

製品中心にラインアップを絞り込み、採算を重視した適正規模へ向けた事業展開を図る一方で、通年での販売を目

指す新ホームインテリアブランド商品「ユーゲン」の開発や薄型可動収納間仕切り「パズライン」による新規チャ

ネルの開拓を進めました。また、高齢化社会の到来により需要拡大が期待される福祉・介護市場に向けて、オフィ

ス家具メーカーとしての技術を転用した車いすおよび起立補助いすの販売活動を行ってまいりました。 

 これらの結果、売上高は前年同期比1.6％減の26億31百万円となりました。損益面につきましては、様々な業務

合理化努力などを行いましたが、新規チャネル開拓に伴う費用増加もあり、1億85百万円の営業損失（前年同期は

営業損失1億80百万円）となりました。 

 ［保守サービス関連事業］ 

 この事業につきましては、什器の修理や各種機器のメンテナンス等のサービスを行っております。連結子会社の

㈱イトーキテクニカルサービスが主体となり、当社グループの得意先を中心に積極的な営業活動を展開しておりま

す。売上高は前年同期比5億78百万円増の6億12百万円となりました。損益面では販売管理費の削減により利益確保

に努めました結果、営業利益は32百万円（前年同期は営業損失4百万円）となりました。 

※当社は平成１７年６月１日付で旧㈱イトーキと合併しております。前年度中間期は合併による業績数値の

反映は６月度の１ヶ月分のみでしたが、今年度は期初より合併による業績数値がフルに反映されておりま

す。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間末の現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末比20億10百万円増の166億30百万円と

なりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動による資金の増加は87億92百万円（前年同期は36億76百万円の増加）となりました。増加の主な要因

は、税金等調整前中間純利益によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 定期預金の預入による支出18億28百万円、有形固定資産の取得による支出24億19百万円、投資有価証券の取得に

よる支出17億10百万円などにより、投資活動による資金の減少は52億90百万円(前年同期は16億9百万円の減少）と

なりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動により得た資金を長期借入金の返済5億64百万円、配当金の支払額4億13百万円に充当したことや短期借

入金の増減額等により、財務活動による資金の減少は14億84百万円(前年同期は3億21百万円の減少）となりまし

た。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には消費税等を含めておりません。 

  

(2）受注状況 

 当社グループは見込生産を主体としているため、受注状況の記載を省略しております。 

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．本表の金額には消費税等を含めておりません。 

３．前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績

に対する割合は、次のとおりであります。 

 ※ 平成17年６月1日に旧㈱イトーキと合併したため、前中間連結会計期間の販売実績は、平成17年

１月１日から５月31日までの金額となっております。 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前年同期比（％） 

オフィス関連事業（百万円） 16,957 151.5 

設備機器関連事業（百万円） 11,102 192.8 

家庭用関連事業（百万円） 19 113.0 

保守サービス関連事業（百万円） － － 

合計（百万円） 28,079 165.5 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前年同期比（％） 

オフィス関連事業（百万円） 36,389 241.8 

設備機器関連事業（百万円） 20,523 292.0 

家庭用関連事業（百万円） 2,631 98.4 

保守サービス関連事業（百万円） 612 1,805.2 

合計（百万円） 60,157 242.7 

相手先 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

旧㈱イトーキ 
金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

16,089 64.9 － － 



３【対処すべき課題】 

 拡大事業と再編事業を明確にし、拡大事業及びその可能性がある事業に対し積極的に経営資源を投入する経営資源

効率重視の経営をしてまいります。また、各事業が市場競争に打ち勝つため、技術力、営業力をはじめとしたイトー

キグループの経営資源の融合と社外の経営資源の積極的活用により、新技術、新市場を創造し、各事業のマーケット

での地位を確立してまいります。 

 具体的には、 

(1) 事業部制により独立採算、利益責任を明確化するとともに、事業部への一層の権限委譲により、意思決定の

迅速化を図ります。また、事業部間の連携強化と、社外との積極的な協業により、新分野、新市場を創造し

売上拡大を図ります。 

(2) 顧客の声を反映させた独自の高付加価値製品の開発と販売に注力し、イトーキブランドの向上を図ります。 

(3) 中国に設立した金盟（蘇州）商業設備有限公司を核とした海外生産を拡大させ、海外市場への本格進出を視

野に入れた活動を強化します。 

(4)「キャッシュ・フロー」を重視した経営を推進し、特に、設備投資効率の向上、在庫削減の徹底、リードタイ

ムの短縮を図ります。 

(5) 原材料の価格上昇に対応できる企業体質の強化を図ります。 

 (6) 効率経営の追求と更なる業容拡大のための人材育成と教育に努めます。 

(7) 公正で透明性のある企業活動に徹するためにコンプライアンス経営を実践します。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

  



５【研究開発活動】 

 当社が唱えるオリジナルコンセプトの「Ud＆Eco Style」（ユーデコスタイル）は人と地球に優しい、持続可能な

製品作りを推奨しており、当社のマーケティング本部Ｒ＆Ｄ部においては全社的な視点から、その実現のための「人

間中心の設計」・「環境負荷低減の技術」の研究に取り組んでおります。また、個人情報保護法に関連したセキュリ

ティ製品においても他社と差別化できる新技術の開発研究に取り組んでおります。 

 なお、当中間連結会計期間の研究開発費の総額は８億14百万円であります。 

［オフィス関連事業］ 

 本年度は、ワークステーション商品では大型の商品を３シリーズ開発、発売しております。 

  「インクルード」は、最近の上質な建築空間に合うアルミを上手く使ったデザインで外資系企業や研究開発部門

等、要求レベルの高いオフィスにあった商品であります。この商品の、随所に施されたユニバーサル仕様と、リサイ

クル・リデユース・リユースを追求したエコ仕様は「ユーデコスタイル」を具現化したもので、市場で好評を博して

おります。 

  「ＣＸデスク」は、日本で一番多い島型にレイアウトした場合に、隣り合うデスク同士で重複する脚・袖・幕板に

ついて、省くことができるリデュースの構造を取り入れることにより、環境負荷を低減し、足元のスペースも広くと

り、デザイン的にもスッキリさせ、島で一体にすることで耐震に対しての安全性も高めた新しいスタンダードとなる

デスクシステムです。 

  「インターリンク」は大型天板のデスクで、天板はスチールハニカムを使用した当社独自の設計仕様で、天板厚み

20㎜ながら9600㎜（連結最大）のロングスパンまで対応でき、補強なしで強度を確保できるので自由な位置にワゴン

をセットできるワークステーションで、大規模オフィスで好調な納入が続いております。 

  テーブルシステムでは「ＤＤＥテーブル」を開発、発売いたしました。アルミの素材をいかしてＴ字脚・4本脚・

十字脚などを揃え、豊富なサイズバリエーションをもった廉価でスタイリッシュなテーブルです。 

 チェア商品では、主力の事務用チェアに「プラオαチェア」「ループチェア」という２機種の新商品を発売いたし
ました。「プラオαチェア」は、主力商品「プラオチェア」の完成度の高いメカニズムを流用、高水準の座り心地を
確保しながら、更にメッシュ素材を採用して、インテリア・トレンドへのデザイン対応を強化した商品です。「ルー

プチェア」は、ワークスタイルのトレンドであるノンテリトリアルオフィスでの使用を想定し、斬新なデザインイメ

ージと、誰もが使いやすい操作性を実現した商品です。 

 いずれの商品も独自の市場カラー分析に基づき、カラーバリエーションの展開を行い、市場より高評価を受けてお

ます。特に、今年度より新たに展開を行いました白系W9色の商品は、建築との相性も良く順調な納入が続いておりま

す。 

 なお、研究開発費の金額は５億43百万円であります。 

［設備機器関連事業］ 

 オフィスでは個人情報保護法の施行により情報漏えい防止対策や、また日本版ＳＯＸ法、会社法制定に伴い、内部

統制に対する関心が高まっています。それらの問題へのソリューション提案として、前期に開発したＩＡＣＳ（イト

ーキ・アクセス・コントロール・システム）を機軸に今期はさらに幅広いユーザーニーズに対応するためにラインナ

ップを強化いたしました。 

 入退室管理システムでは、低コストでコンパクト型のセキュリティゲート「システマゲート」を発売しました。 

この商品は、業界最薄のスリム設計でスタイリッシュなフォルムを実現し、狭いスペースへの設置が可能です。また

収納管理システムでは、簡単に既存キャビネットに後付してセキュリティキャビネットへ替えられる新発想の「シス

テマセキュアロック」を発売いたしました。これらの商品はより現実的で導入しやすい商品として市場より高い評価

を受けております。 

  間仕切り商品では、シンプルなデザインで好評を得ている新製品「クレアパート」に、遮音ドア30、セキュリティ

ドアを追加いたしました。遮音ドア30は、高遮音パネルと併用することで静かな会議室、応接室を構成することがで

きます。セキュリティドアは、イトーキマルチカードリーダーＭＣを内臓した専用ドアになります。また、現在のト

レンドである白色系塗装色を在庫タイプのフレキシウォールＦＣＮに標準色として追加いたしました。 

なお、研究開発費の金額は２億７百万円であります。 

［家庭用関連事業］ 

 学習家具分野においては、06シーズンでご好評いただきました上棚の棚板を左右・上下に組み替えることができる

機能を、07シーズンに向けてさらに使いやすくした「残るん棚133+α」の開発を行うと共に、机機能とベッド機能が
一体化したロフトベッド、低学年の子供が使いやすい天板の上下調節ができる学習机を新しく追加いたしました。 

 ホーム商品分野では、アクリルの特徴を活かしたリビング＆ダイニング家具として「ユーゲン」を開発いたしまし

た。また、昨年開発いたしました、マンション住宅向けの薄型可動式収納間仕切「パズライン」の今後のバリエーシ

ョン拡大として、自立タイプの商品の耐震性について研究開発中であります。 

 なお、研究開発費の金額は63百万円であります。 

 ［保守サービス関連事業］ 

 保守サービス関連事業につきましては、研究開発活動を行っておりません。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

特記事項はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 149,830,000 

計 149,830,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年６月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年９月25日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 52,143,948 52,143,948 

東京証券取引所 

（市場第一部） 

大阪証券取引所 

（市場第一部） 

完全議決権株

式であり、権

利内容に何ら

限定のない当

社における標

準となる株式 

計 52,143,948 52,143,948 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成18年１月１日

～６月30日  
－ 52,143,948 － 5,277 － 10,816 



(4）【大株主の状況】 

 （注）㈱みずほコーポレート銀行から平成18年５月17日付で提出された大量保有報告書（変更報告書）により、平

成18年５月10日現在で以下の株式を共同保有している旨の報告を受けておりますが、当社といたしましては

当中間会計期間末現在における実質株主数の確認ができませんので、上記大株主の状況は株主名簿によって

おります。なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は、次のとおりであります。 

  平成18年６月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

伊藤 七郎 大阪府豊中市 2,739 5.2 

㈱みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内１丁目３－３ 2,556 4.9 

ゴールドマンサックスインタ

ーナショナル 

（常任代理人ゴールドマン・

サックス証券会社東京支店） 

１３３ＦＬＥＥＴ ＳＴＲＥＥＴ ＬＯＮ

ＤＯＮ ＥＣ４Ａ ２ＢＢ． Ｕ．Ｋ 

（東京都港区六本木６丁目10－１） 

2,420 4.6 

日本マスタートラスト信託銀

行㈱（信託口） 
東京都港区浜松町２丁目11－３ 2,238 4.2 

日本トラスティ・サービス信

託銀行㈱（信託口） 
東京都中央区晴海１丁目８－11 2,227 4.2 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６－６ 2,170 4.1 

イトーキ協力会社持株会 大阪市城東区今福東１丁目４－12 1,642 3.1 

㈱アシスト 大阪市中央区平野町２丁目４－12 1,586 3.0 

㈱三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１－２ 1,069 2.0 

イトーキ従業員持株会 大阪市城東区今福東１丁目４－12 928 1.7 

計 － 19,577 37.5 

氏名又は名称 
所有株式数 

（千株） 

発行済株式数に対する 

所有株式数（％） 

㈱みずほコーポレート銀行 2,556 4.9 

㈱みずほ銀行 71 0.1 

みずほ証券㈱ 17 0.0 

みずほ信託銀行㈱ 725 1.3 

第一勧業アセットマネジメント㈱ 2,421 4.6 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株(議決権1個)含まれておりま

す。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成18年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
(自己保有株式) 

普通株式   536,000 
－ 

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式50,692,000 50,692 同上 

単元未満株式 普通株式  915,948 － 同上 

発行済株式総数  52,143,948 － － 

総株主の議決権 － 50,692 － 

  平成18年６月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

㈱イトーキ 
大阪市城東区今福

東１丁目４番12号 
536,000 － 536,000 1.0 

計 － 536,000 － 536,000 1.0 

月別 平成18年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 

最高（円） 1,215 1,218 1,330 1,315 1,354 1,290 

最低（円） 1,070 971 1,118 1,182 1,138 998 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成17年１月１日から平成17年６月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成18年１月１日から平成18年６月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年１月１日から平成17年６月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年１月１日から平成18年６月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年１月１日から平成17年６月30日

まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間（平成17年１月１日から平成17年６月30日まで）の中間財務諸表及

び当中間連結会計期間（平成18年１月１日から平成18年６月30日まで）の中間連結財務諸表並びに当中間会計期間

（平成18年１月１日から平成18年６月30日まで）の中間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を受けて

おります。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年６月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金 ※２    18,677 17,396   15,301 

２．受取手形及び売掛
金 

 ※５   24,929 28,258   24,818 

３．有価証券     125 49   175 

４．たな卸資産     6,052 5,275   5,888 

５．その他     1,589 1,856   1,029 

貸倒引当金     △287 △333   △317 

流動資産合計     51,086 55.4 52,504 52.9   46,894 51.4

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１         

(1）建物及び構築物 ※２ 14,788   15,843 16,310   

(2）土地 ※２ 7,551   7,531 7,554   

(3）その他   4,301 26,641 4,114 27,489 4,181 28,045 

２．無形固定資産           

(1）連結調整勘定   3   2 3   

(2）その他 ※２ 235 239 274 277 242 245 

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券 ※２  6,982   11,036 9,716   

(2）その他   8,978   9,471 8,067   

    貸倒引当金   △1,273   △1,205 △1,253   

関係会社投資損
失引当金 

  △400 14,287 △400 18,903 △400 16,130 

固定資産合計     41,167 44.6 46,669 47.1   44,421 48.6

資産合計     92,254 100.0 99,174 100.0   91,316 100.0 

            

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形及び買掛
金 

    24,753 26,781   22,124 

２．短期借入金 ※２   4,684 4,309   5,103 

３．未払法人税等     1,029 2,771   730 

４．その他     5,614 5,180   5,489 

流動負債合計     36,082 39.1 39,043 39.3   33,448 36.6

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年６月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

Ⅱ 固定負債           

１．長期借入金 ※２   1,707 979   1,209 

２．退職給付引当金     10,333 10,099   10,151 

３．役員退職慰労引当
金 

    312 301   310 

４．連結調整勘定     49 36   43 

５．その他     2,175 2,641   2,335 

固定負債合計     14,578 15.8 14,058 14.2   14,050 15.4

負債合計     50,661 54.9 53,102 53.5   47,498 52.0

（少数株主持分）           

少数株主持分     957 1.0 － －   987 1.1

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     5,277 5.7 － －   5,277 5.8

Ⅱ 資本剰余金     13,018 14.1 － －   13,022 14.3

Ⅲ 利益剰余金     20,896 22.7 － －   21,465 23.5

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    1,587 1.7 － －   3,236 3.5

Ⅴ 為替換算調整勘定     △32 △0.0 － －   △12 △0.0

Ⅵ 自己株式     △112 △0.1 － －   △159 △0.2

資本合計     40,636 44.1 － －   42,830 46.9

負債・少数株主持分
及び資本合計 

    92,254 100.0 － －   91,316 100.0 

            

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本                  

１. 資本金    － －  5,277 5.3  － － 

２．資本剰余金    － －  13,022 13.1  － － 

３．利益剰余金    － －  23,838 24.1  － － 

４．自己株式    － －  △199 △0.2  － － 

株主資本合計    － －  41,938 42.3  － － 

Ⅱ 評価・換算差額等                  

1.  その他有価証券評
価差額金 

   － －  3,129 3.2  － － 

２．為替換算調整勘定    － －  △1 △0.0  － － 

評価・換算差額等合
計 

   － －  3,128 3.2  － － 

Ⅲ 少数株主持分    － －  1,004 1.0  － － 

純資産合計    － －  46,071 46.5  － － 

負債純資産合計    － －  99,174 100.0  － － 

           



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     24,785 100.0 60,157 100.0   75,527 100.0 

Ⅱ 売上原価     17,908 72.3 37,920 63.0   50,854 67.3

売上総利益     6,876 27.7 22,236 37.0   24,673 32.7

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１   5,889 23.7 17,667 29.4   22,573 29.9

営業利益     987 4.0 4,569 7.6   2,099 2.8

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息   13   21 39   

２．受取配当金   43   72 58   

３．連結調整勘定償却
額 

  2   6 8   

４．持分法による投資
利益 

  2   － 24   

５．受取賃貸料   82   263 302   

６．受取保険金   12   13 15   

７．その他   56 213 0.8 181 557 0.9 167 615 0.8

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息   18   71 99   

２．持分法による投資
損失 

  －   17 －   

３．賃貸建物等減価償
却費 

  41   110 138   

４．賃貸建物等管理費
用  

  9   50 33   

５．たな卸資産処分損   6   － 10   

６．その他   22 98 0.4 50 299 0.5 105 387 0.5

経常利益     1,102 4.4 4,826 8.0   2,327 3.1

Ⅵ 特別利益           

１．固定資産売却益 ※２  －   8 －   

２．貸倒引当金戻入益   83   － 51   

３．会員権貸倒引当金
戻入益 

  －   25 －   

４．投資有価証券売却
益 

  22   44 64   

５．その他   1 106 0.4 － 78 0.1 50 167 0.2

Ⅶ 特別損失           

１．固定資産除却等損
失 

※３ 37   11 86   

２．合併費用   124   － 151   

３．投資有価証券評価
損 

  －   6 －   

４．過年度商品買取損
失 

  －   16 －   

５．会員権評価損   14   － 20   

６．リコール関連費用   13   － 13   

７．その他   0 190 0.7 15 50 0.0 23 295 0.4

            

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

税金等調整前中間
（当期）純利益 

    1,019 4.1 4,854 8.1   2,198 2.9

法人税、住民税及
び事業税 

  392   2,625 675   

法人税等調整額   47 439 1.8 △677 1,948 3.3 366 1,042 1.4

少数株主利益     26 0.1 51 0.1   34 0.0

中間(当期)純利益     553 2.2 2,854 4.7   1,122 1.5

            



③【中間連結剰余金計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   5,068  5,068 

Ⅱ  資本剰余金増加高      

 １．自己株式処分差益   2,202 2,205   

 ２. 合併に伴う増加高   5,748 7,950 5,748 7,953 

Ⅲ 資本剰余金中間期末（期末）残高   13,018  13,022 

       

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   17,285  17,285 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

１．中間（当期）純利益   553 1,122   

２. 合併に伴う増加高   2,698 2,698   

３. 連結子会社の増加に伴う増加高   532 532   

４．持分法適用会社の増加に伴う増加高   23 3,808 23 4,377 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１．配当金   191 191   

２．連結子会社の増加に伴う減少高   5 196 5 196 

Ⅳ 利益剰余金中間期末（期末）残高   20,896  21,465 

       



   ④【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間（自平成18年１月１日 至平成18年６月30日） 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成17年12月31日 残高 

（百万円） 
5,277 13,022 21,465 △159 39,606 

中間連結会計期間中の変動額      

剰余金の配当（百万円）     △413   △413 

中間純利益（百万円）     2,854   2,854 

自己株式の取得（百万円）       △40 △40 

自己株式の処分（百万円）   0   0 0 

役員賞与（百万円）     △68   △68 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 

（百万円） 

          

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
－ 0 2,372 △40 2,332 

平成18年６月30日 残高 

（百万円） 
5,277 13,022 23,838 △199 41,938 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券評
価差額金 

為替換算調整勘定 
評価・換算差額等
合計 

平成17年12月31日 残高 

（百万円） 
3,236 △12 3,224 987 43,818 

中間連結会計期間中の変動額      

剰余金の配当（百万円）         △413 

中間純利益（百万円）         2,854 

自己株式の取得（百万円）         △40 

自己株式の処分（百万円）         0 

役員賞与（百万円）         △68 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 

（百万円） 

△106 10 △95 16 △78 

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
△106 10 △95 16 2,253 

平成18年６月30日 残高 

（百万円） 
3,129 △1 3,128 1,004 46,071 



⑤【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

税金等調整前中間
(当期)純利益 

  1,019 4,854 2,198

減価償却費   731 1,048 1,748

連結調整勘定償却額   △1 △5 △7

貸倒引当金の減少額   △83 △31 △72

賞与引当金の増減額   － △230 230

退職給付引当金の増
減額 

  29 △52 △153

役員退職慰労引当金
の減少額 

  △50 △8 △52

受取利息及び受取配
当金 

  △57 △94 △98

支払利息   18 71 99

持分法による投資損
益 

  △2 17 △24

投資有価証券売却損
益 

  △22 △41 △46

固定資産売却損益   － △8 3

固定資産除却等損失   37 11 86

売上債権の増減額   3,145 △3,440 3,257

たな卸資産の減少額   370 612 535

仕入債務の増減額   △1,473 4,590 △4,102

役員賞与の支払額   － △81 －

その他   36 2,110 △1,318

小計   3,697 9,321 2,283

利息及び配当金の受
取額 

  59 100 91

利息の支払額   △17 △68 △105

法人税等の支払額   △62 △560 △658

希望退職関連費用の
支払額 

  － － △21

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  3,676 8,792 1,590

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

定期預金の預入によ
る支出 

  △106 △1,828 △354

定期預金の払戻によ
る収入 

  22 168 312

有形固定資産の取得
による支出 

  △1,729 △2,419 △2,752

有形固定資産の売却
による収入 

  9 33 9

投資有価証券の取得
による支出 

  △0 △1,710 △160

投資有価証券の売却
による収入 

  42 197 317

満期保有目的債券の
償還による収入 

  － 100 －

短期貸付金の増減額
（純額） 

  56 △23 56

長期貸付による支出   － △10 △2

長期貸付金の回収に
よる収入 

  24 57 90

保険積立金の増減額
（純額） 

  48 98 △47

その他   23 48 △200

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △1,609 △5,290 △2,732

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

短期借入金の増減額
（純額） 

  120 △658 709

長期借入金の返済に
よる支出 

  △296 △564 △964

長期借入による収入   60 200 60

自己株式の取得・売
却による収支 

  △10 △40 △53

配当金の支払額   △191 △413 △191

少数株主への配当金
の支払額 

  △3 △7 △3

その他   △0 △0 △1

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △321 △1,484 △445

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  △1 △7 △4

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増減額 

  1,743 2,010 △1,590

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  4,963 14,620 4,963

Ⅶ  合併に伴う現金及び現
金同等物の増加額 

  10,191 － 10,191

Ⅷ 連結子会社の増加に伴
う現金及び現金同等物
の増加額 

  1,056 － 1,056

Ⅸ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

  17,954 16,630 14,620

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数  11社 

連結子会社の名称 

伊藤喜オールスチール㈱ 

富士リビング工業㈱ 

㈱上田商事 

㈱タイメック 

金盟(蘇州)商業設備有限公司 

 ㈱イトーキテクニカルサービ 

  ス 

       ㈱イトーキマーケットスペ 

       ース 

       ㈱イトーキ工務センター 

       ㈱イトーキ大阪工務センター 

       ㈱シマソービ 

       ㈱イトーキ東光製作所 

 ㈱イトーキテクニカルサービ

スと㈱イトーキマーケットスペ

ースについては、６月１日付で

旧㈱イトーキと合併したことに

より、関連会社から子会社とな

ったため、当中間連結会計期間

より持分法適用会社から連結子

会社に変更しております。 

 また、㈱イトーキ工務センタ

ー、㈱イトーキ大阪工務センタ

ー、㈱シマソービ、㈱イトーキ

東光製作所については、あらた

に子会社となったため、当中間

連結会計期間より連結の範囲に

含めております。 

１．連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数  11社 

連結子会社の名称 

伊藤喜オールスチール㈱ 

富士リビング工業㈱ 

㈱上田商事 

㈱タイメック 

金盟(蘇州)商業設備有限公司 

 ㈱イトーキテクニカルサービ 

  ス 

       ㈱イトーキマーケットスペ 

       ース 

       ㈱イトーキ工務センター 

       ㈱イトーキ大阪工務センター 

       ㈱シマソービ 

       ㈱イトーキ東光製作所 

  

  

１．連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数  11社 

連結子会社の名称 

伊藤喜オールスチール㈱ 

       富士リビング工業㈱ 

       ㈱上田商事 

       ㈱タイメック 

       金盟(蘇州)商業設備有限公司 

 ㈱イトーキテクニカルサービ 

  ス 

       ㈱イトーキマーケットスペ 

       ース 

       ㈱イトーキ工務センター 

       ㈱イトーキ大阪工務センター 

       ㈱シマソービ 

       ㈱イトーキ東光製作所  

  ㈱イトーキテクニカルサービ

スと㈱イトーキマーケットスペ

ースについては、６月１日付で

旧㈱イトーキと合併したことに

より、関連会社から子会社とな

ったため、当連結会計年度より

持分法適用会社から連結子会社

に変更しております。 

 また、㈱イトーキ工務センタ

ー、㈱イトーキ大阪工務センタ

ー、㈱シマソービ、㈱イトーキ

東光製作所については、あらた

に子会社となったため、当連結

会計年度より連結の範囲に含め

ております。 

  

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

(2）非連結子会社の数  10社 

非連結子会社の名称 

㈱光製作所 

ファーストリンクジャパン㈱ 

㈱オー・エフ・アイ 

㈱イトーキエスアンドエス 

㈱エフエム・スタッフ 

㈱エコ・ブランディング 

㈱メディカル経営研究センター 

マルイ工業㈱ 

㈱イフマック 

ITOKI SYSTEMS(SINGAPORE)

PTE.,LTD. 

 非連結子会社はいずれも小規

模であり、総資産、売上高、中

間純損益（持分に見合う額）及

び利益剰余金（持分に見合う

額）等はいずれも中間連結財務

諸表に重要な影響を及ぼしてい

ないため、連結の範囲から除外

しております。 

(2）非連結子会社の数  10社 

非連結子会社の名称 

㈱光製作所 

ファーストリンクジャパン㈱ 

㈱オー・エフ・アイ 

㈱イトーキエスアンドエス 

㈱エフエム・スタッフ 

㈱エコ・ブランディング 

㈱メディカル経営研究センター

マルイ工業㈱ 

ITOKI SYSTEMS(SINGAPORE)

PTE.,LTD. 

伊藤喜商貿(上海)有限公司 

 非連結子会社はいずれも小規

模であり、総資産、売上高、中

間純損益（持分に見合う額）及

び利益剰余金（持分に見合う

額）等はいずれも中間連結財務

諸表に重要な影響を及ぼしてい

ないため、連結の範囲から除外

しております。 

(2）非連結子会社の数  ９社 

非連結子会社の名称 

㈱光製作所 

ファーストリンクジャパン㈱ 

㈱オー・エフ・アイ 

㈱イトーキエスアンドエス 

㈱エフエム・スタッフ 

㈱エコ・ブランディング 

㈱メディカル経営研究センター

マルイ工業㈱ 

ITOKI SYSTEMS(SINGAPORE)

PTE.,LTD. 

 非連結子会社はいずれも小規

模であり、総資産、売上高、当

期純損益（持分に見合う額）及

び利益剰余金（持分に見合う

額）等はいずれも連結財務諸表

に重要な影響を及ぼしていない

ため、連結の範囲から除外して

おります。 

２．持分法の適用に関する事項 

(1）持分法適用の関連会社数 

 １社 

 持分法適用会社の名称 

㈱コーポレイトデザイン研

究所 

 ６月１日付で旧㈱イトーキ

と合併したことにより、㈱コ

ーポレイトデザイン研究所が

あらたに関連会社となったた

め、当中間連結会計期間より

持分法の適用範囲に含めてお

ります。 

２．持分法の適用に関する事項 

(1）持分法適用の関連会社数 

 １社 

 持分法適用会社の名称 

㈱コーポレイトデザイン研

究所 

  

２．持分法の適用に関する事項 

(1）持分法適用の関連会社数 

 １社 

 持分法適用会社の名称 

㈱コーポレイトデザイン研

究所 

  ㈱コーポレイトデザイン研

究所は、６月１日付で旧㈱イ

トーキと合併したことによ

り、あらたに関連会社となっ

たため、当連結会計年度より

持分法の適用範囲に含めてお

ります。 

(2）持分法を適用していない非連

結子会社（㈱光製作所他9社）及

び関連会社（㈱セルノ、㈱イト

ーキ保険サービス、㈱イトーキ

京都精工、豊国工業㈱、

TIME&SPACE SYSTEM CO.,LTD）に

ついては、それぞれ中間連結純

損益及び利益剰余金等に及ぼす

影響が軽微であり、かつ、全体

としても重要性がないため持分

法の適用範囲から除外しており

ます。 

(2）持分法を適用していない非連

結子会社（㈱光製作所他9社）及

び関連会社（㈱セルノ、㈱イト

ーキ保険サービス、豊国工業

㈱）については、それぞれ中間

連結純損益及び利益剰余金等に

及ぼす影響が軽微であり、か

つ、全体としても重要性がない

ため持分法の適用範囲から除外

しております。 

(2）持分法を適用していない非連

結子会社（㈱光製作所他8社）及

び関連会社（㈱セルノ、㈱イト

ーキ保険サービス、豊国工業

㈱）については、それぞれ連結

純損益及び利益剰余金等に及ぼ

す影響が軽微であり、かつ、全

体としても重要性がないため持

分法の適用範囲から除外してお

ります。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

(3）中間決算日が中間連結決算日

と異なっている持分法適用会社

の㈱コーポレイトデザイン研究

所については、同社の中間会計

期間に係る中間財務諸表を使用

しております。 

(3）同左 (3）決算日が連結決算日と異なっ

ている持分法適用会社の㈱コー

ポレイトデザイン研究所につい

ては、同社の決算日現在の財務

諸表を使用しております。 

３．連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

 連結子会社のうち富士リビング

工業㈱の中間決算日は、平成17年

６月20日であります。 

  また、㈱イトーキテクニカルサ

ービス、㈱イトーキマーケットス

ペース、㈱イトーキ工務センタ

ー、㈱イトーキ大阪工務センタ

ー、㈱シマソービ、㈱イトーキ東

光製作所の中間決算日は平成17年

５月31日であります。 

 ただし、富士リビング工業㈱に

ついては平成17年６月21日から平

成17年6月30日まで、㈱イトーキテ

クニカルサービス、㈱イトーキマ

ーケットスペース、㈱イトーキ工

務センター、㈱イトーキ大阪工務

センター、㈱シマソービ、㈱イト

ーキ東光製作所については平成17

年６月１日から平成17年６月30日

までの期間に発生した重要な取引

については、連結上必要な調整を

行っております。 

３．連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

 連結子会社のうち富士リビング

工業㈱の中間決算日は、平成18年

６月20日であります。 

  また、㈱イトーキテクニカルサ

ービス、㈱イトーキマーケットス

ペース、㈱イトーキ工務センタ

ー、㈱イトーキ大阪工務センタ

ー、㈱シマソービ、㈱イトーキ東

光製作所の中間決算日は平成18年

５月31日であります。 

 中間連結財務諸表の作成に当たっ

ては、同中間決算日の中間財務諸表

を使用しております。 

 ただし、富士リビング工業㈱に

ついては平成18年６月21日から平

成18年6月30日まで、㈱イトーキテ

クニカルサービス、㈱イトーキマ

ーケットスペース、㈱イトーキ工

務センター、㈱イトーキ大阪工務

センター、㈱シマソービ、㈱イト

ーキ東光製作所については平成18

年６月１日から平成18年６月30日

までの期間に発生した重要な取引

については、連結上必要な調整を

行っております。 

３．連結子会社の決算日等に関する

事項 

  連結子会社のうち富士リビング

工業㈱の決算日は、平成17年12月

20日であります。 

 また、㈱イトーキテクニカルサ

ービス、㈱イトーキマーケットス

ペース、㈱イトーキ工務センタ

ー、㈱イトーキ大阪工務センタ

ー、㈱シマソービ、㈱イトーキ東

光製作所の決算日は平成17年11月

30日であります。 

 連結財務諸表の作成に当たって

は、同決算日の財務諸表を使用して

おります。 

 ただし、富士リビング工業㈱に

ついては平成17年12月21日から平

成17年12月31日まで、㈱イトーキ

テクニカルサービス、㈱イトーキ

マーケットスペース、㈱イトーキ

工務センター、㈱イトーキ大阪工

務センター、㈱シマソービ、㈱イ

トーキ東光製作所については平成

17年12月１日から平成17年12月31

日までの期間に発生した重要な取

引については、連結上必要な調整

を行っております。 

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

満期保有目的の債券 

 償却原価法(定額法) 

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

満期保有目的の債券 

 同左 

４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

満期保有目的の債券 

 同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

② デリバティブ 

 時価法 

② デリバティブ 

 同左 

② デリバティブ 

 同左 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

③ たな卸資産 

ａ．当社は総平均法に基づく

原価法により評価しており

ます。 

 （会計方針の変更） 

 当社は従来、たな卸資産

の評価については先入先出

法に基づく原価法によって

おりましたが、当中間連結

会計期間より総平均法に基

づく原価法に変更しており

ます。この変更は、合併に

より両社の会計方針を統一

するため及び、仕入価格の

変動を平準化することで、

たな卸資産をより適正に評

価するため行ったものであ

ります。 

 これに伴う損益及び「セ

グメント情報」への影響は

軽微であります。 

③ たな卸資産 

 主として総平均法に基づく

原価法により評価しており

ます。 

  

③ たな卸資産 

 主として総平均法に基づく

原価法により評価しており

ます。 

 （会計方針の変更） 

 当社は従来、たな卸資産

の評価については先入先出

法に基づく原価法によって

おりましたが、当連結会計

年度より総平均法に基づく

原価法に変更しておりま

す。この変更は、合併によ

り両社の会計方針を統一す

るため及び、仕入価格の変

動を平準化することで、た

な卸資産をより適正に評価

するため行ったものであり

ます。 

 これに伴う損益及び「セ

グメント情報」への影響は

軽微であります。 

ｂ．連結子会社は主として総

平均法に基づく原価法によ

り評価しております。 

    

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

 定率法を採用しておりま

す。ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物（建物

附属設備は除く）について

は、定額法によっておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は次の

とおりであります。 

 建物及び構築物 

８～50年 

 機械装置及び運搬具 

４～17年 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

 同左 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

 同左 

② 無形固定資産 

 定額法を採用しておりま

す。 

 なお、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基

づく定額法によっておりま

す。 

② 無形固定資産 

 同左 

  

② 無形固定資産 

 同左 

  

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 同左 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 同左 

 ②  関係会社投資損失引当金 

 関係会社への投資に係る損

失に備るために、当該関係会

社の財政状態及び回収可能性

を勘案して必要額を計上して

おります。 

 ②  関係会社投資損失引当金 

 同左 

 ②  関係会社投資損失引当金 

    同左 

────── 

  

────── 

  

 ③ 賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞

与の支出に備えるため、支給

見込み額を計上しておりま

す。 

 （追加情報） 

 従来、従業員の賞与につい

ては、当連結会計年度の支給

対象期間にかかる金額の全額

を当連結会計年度内に支給し

ておりましたが、当社におい

て、当連結会計年度からその

一部を個人別評価に基づき翌

連結会計年度に支給すること

としたため、当該支給見込み

額を賞与引当金として計上し

ております。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間

連結会計期間末において発生

していると認められる額を計

上しております。 

 数理計算上の差異について

は、各連結会計年度の発生時

における平均残存勤務期間内

の一定の年数(10年)による定

額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌連結会計年度か

ら費用処理することとしてお

ります。 

 過去勤務債務については、

平均残存勤務期間内の一定の

年数(10年)による定額法によ

り費用処理することとしてお

ります。 

 なお、連結子会社は簡便法

を採用しております。 

③ 退職給付引当金 

 同左 

④ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上して

おります。 

 数理計算上の差異について

は、各連結会計年度の発生時

における平均残存勤務期間内

の一定の年数（10年）による

定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌連結会計年度

から費用処理することとして

おります。 

 過去勤務債務については、

平均残存勤務期間内の一定の

年数（10年）による定額法に

より費用処理することとして

おります。 

 なお、連結子会社は簡便法

を採用しております。 

④ 役員退職慰労引当金 

 当社及び主な連結子会社

は、役員の退職慰労金の支払

に備えるため、役員退職慰労

金支給基準内規に基づき当中

間連結会計期間末要支給額の

100％を計上しております。 

（追加情報）  

当社は、平成17年2月22日の取

締役会において、平成17年3月

30日をもって役員退職慰労金

制度を廃止することを決議し

たことにより、制度廃止日以

降繰入を実施しておりませ

ん。 

④ 役員退職慰労引当金 

 当社及び主な連結子会社

は、役員の退職慰労金の支払

に備えるため、役員退職慰労

金支給基準内規に基づき当中

間連結会計期間末要支給額の

100％を計上しております。 

 なお、当社は平成17年2月22

日の取締役会において、平成

17年3月30日をもって役員退職

慰労金制度を廃止することを

決議したことにより、制度廃

止日以降繰入を実施しており

ません。従って、当中間連結

会計期間末における役員退職

慰労引当金残高は、当該決議

以前から就任している役員に

対する平成17年3月30日時点に

おける要支給額であります。 

⑤ 役員退職慰労引当金 

 当社及び主な連結子会社

は、役員の退職慰労金の支払

に備えるため、役員退職慰労

金支給基準内規に基づき当連

結会計年度末要支給額の100％

を計上しております。 

（追加情報）  

当社は、平成17年2月22日の取

締役会において、平成17年3月

30日をもって役員退職慰労金制

度を廃止することを決議したこ

とにより、制度廃止日以降繰入

を実施しておりません。従っ

て、当連結会計年度末における

役員退職慰労引当金残高は、当

該決議以前から就任している役

員に対する平成17年3月30日時

点における要支給額でありま

す。 

(4）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

(4）重要なリース取引の処理方法 

 同左 

(4）重要なリース取引の処理方法 

 同左 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

(5）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用して

おります。なお、為替予約に

ついては、振当処理の要件を

満たしている場合は振当処理

を行っております。 

 また、金利スワップについて

は、特例処理の要件を満たすた

め、特例処理によっておりま

す。 

(5）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

 同左 

  

(5) 重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

 同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

 ａ．為替予約 

ｂ．金利スワップ 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

 同左 

  

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

 同左 

ヘッジ対象 

 ａ．外貨建仕入債務及び外

貨建予定取引 

ｂ．借入金利息 

ヘッジ対象 

 同左 

  

ヘッジ対象 

 同左 

③ ヘッジ方針 

 為替予約については、為替

変動による円建支払額の変動

リスクを回避する目的で行っ

ております。金利スワップに

ついては、変動金利による資

金調達の変動コストの固定

化、ないしは金利の低減化を

図る目的で行っております。 

③ ヘッジ方針 

 同左 

③ ヘッジ方針 

 同左 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

 為替予約については、ヘッ

ジ対象及びヘッジ手段の為替

変動の累計を比較し、その変

動の比率によって有効性を評

価しております。また、金利

スワップについては金利スワ

ップの特例処理の要件を満た

しており、その判定をもって

有効性の評価を省略しており

ます。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

 同左 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

 同左 

(6）その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

 税抜方式によっておりま

す。 

(6）その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

 同左 

(6）その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

 同左 

 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

５．中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３ヶ

月以内に満期が到来する短期投資

からなっております。 

５．中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

 同左 

５．連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

 同左 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

 ────── 

  

  

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準） 

  当中間連結会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準」(企

業会計基準第５号 平成17年12月９日)及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日)を適用して

おります。従来の資本の部の合計に相当す

る金額は45,067百万円であります。 

    なお、中間連結財務諸表規則の改正によ

り、当中間連結会計期間における中間連結

貸借対照表の純資産の部については、改正

後の中間連結財務諸表規則により作成して

おります。 

 ────── 

  

  

前中間連結会計期間 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

（連結貸借対照表） 

 前中間連結会計期間まで「投資その他の資産」に含め

ていた投資有価証券は、総資産の100分の5を超えたた

め、当中間連結会計期間から「投資有価証券」として区

分掲記しております。 

  なお、前中間連結会計期間の投資有価証券の金額は

2,163百万円であります。 

 （連結損益計算書） 

 前中間連結会計期間まで営業外費用の「その他」に含

めていた賃貸建物等管理費用は、営業外費用総額の100分

の10を超えたため、当中間連結会計期間から「賃貸建物

等管理費用」として区分掲記しております。 

 なお、前中間連結会計期間の賃貸建物等管理費用の金

額は19百万円であります。 

（連結損益計算書） 

１．前中間連結会計期間まで区分掲記しておりました

「たな卸資産処分損」は、営業外費用の総額の100分の10

以下となったため、営業外費用の「その他」に含めて表

示することにしました。 

 なお、当中間連結会計期間の「たな卸資産処分損」は0

百万円であります。 

２．前中間連結会計期間まで区分掲記しておりました

「リコール関連費用」は、特別損失の総額の100分の10以

下となったため、特別損失の「その他」に含めて表示す

ることにしました。 

 なお、当中間連結会計期間の「リコール関連費用」は0

百万円であります。 

  



追加情報 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

（法人事業税の外形標準課税） 

 企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号「法人事業税における外形標準

部分の損益計算書上の表示についての

実務上の取扱い」に基づき、当中間連

結会計期間から法人事業税の付加価値

割及び資本割については、販売費及び

一般管理費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が

43百万円増加し、営業利益、経常利益

及び税金等調整前中間純利益が同額減

少しております。 

 （旧㈱イトーキとの合併） 

 当社は、平成17年６月１日付で旧㈱

イトーキと合併し、同社の資産、負債

及び権利義務の一切を引継ぎました。 

 なお、引継いだ資産、負債の内訳は

次のとおりであります。 

科目 金額(百万円) 

(資産の部)  

流動資産 39,129 

現金及び預金 10,191 

受取手形 9,949 

売掛金 15,356 

たな卸資産 2,478 

その他 1,873 

貸倒引当金 △718 

固定資産 17,997 

有形固定資産 7,502 

建物 4,541 

土地 2,578 

その他 381 

無形固定資産 78 

投資その他の資産 10,416 

投資有価証券 4,319 

その他 8,740 

貸倒引当金 △2,244 

関係会社投資損失

引当金 
△400 

資産合計 57,127 

(負債の部)  

流動負債 35,675 

支払手形 11,275 

買掛金 16,433 

短期借入金 3,519 

未払法人税等 494 

その他 3,952 

固定負債 9,113 

長期借入金 1,701 

退職給付引当金 5,269 

その他 2,142 

負債合計 44,789 

正味引継財産合計額 12,337 

（固定資産の引渡し日の変更） 

 当社は、平成18年１月30日開催の取

締役会において、埼玉県戸田市に保有

する工場跡地の譲渡を決議し、平成18

年２月14日に売買契約を締結しまし

た。当初は引渡し予定日を平成18年５

月下旬としておりましたが、本件不動

産売買契約書に基づく土壌汚染調査を

実施したところ、油による一部土壌汚

染が確認され、当社において土壌入れ

替え工事を実施したことに伴い、引渡

し日は平成18年８月29日となりまし

た。 

(1)譲渡資産の内容 

  資産の内容及び所在地 

   賃貸土地（3,594.36㎡） 

   埼玉県戸田市 

(2)譲渡先の概要 

  商号 藤和不動産株式会社 

(3)損益への影響 

 譲渡に伴い、当初当中間連結会計期

間にて固定資産売却益７億円を特別利

益として計上予定でありましたが、上

記理由により、下半期にずれ込むこと

になりました。また、土壌汚染処理費

用として104百万円が発生したため、

固定資産売却益は644百万円となりま

した。 

 （法人事業税の外形標準課税） 

  企業会計基準委員会 実務対応報告第

12号「法人事業税における外形標準部

分の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」に基づき、当連結会計

年度から法人事業税の付加価値割及び

資本割については、販売費及び一般管

理費に計上しております。 

  この結果、販売費及び一般管理費が

101百万円増加し、営業利益、経常利益

及び税金等調整前当期純利益が同額減

少しております。 

 （旧㈱イトーキとの合併） 

 当社は、平成17年６月１日付で旧㈱

イトーキと合併し、同社の資産、負債

及び権利義務の一切を引継ぎました。 

 なお、引継いだ資産は次のとおりで

あります。 

科目 金額(百万円) 

(資産の部)  

流動資産 39,129 

現金及び預金 10,191 

受取手形 9,949 

売掛金 15,356 

たな卸資産 2,478 

その他 1,873 

貸倒引当金 △718 

固定資産 17,997 

有形固定資産 7,502 

建物 4,541 

土地 2,578 

その他 381 

無形固定資産 78 

投資その他の資産 10,416 

投資有価証券 4,319 

その他 8,740 

貸倒引当金 △2,244 

関係会社投資損失

引当金 
△400 

資産合計 57,127 

(負債の部)  

流動負債 35,675 

支払手形 11,275 

買掛金 16,433 

短期借入金 3,519 

未払法人税等 494 

その他 3,952 

固定負債 9,113 

長期借入金 1,701 

退職給付引当金 5,269 

その他 2,142 

負債合計 44,789 

正味引継財産合計額 12,337 

     



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

（中間連結損益計算書関係） 

項目 
前中間連結会計期間末 
（平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年６月30日） 

前連結会計年度 
（平成17年12月31日） 

※１．有形固定資産減価償却

累計額 

  39,776百万円     41,231百万円     40,290百万円

※２．担保に供している資産 定期預金 220百万円

有形固定資産  

建物及び構築物  4,176百万円

土地 1,867百万円

小計 6,044百万円

無形固定資産 

その他 
18百万円

投資有価証券 2,285百万円

合計 8,568百万円

定期預金    220百万円

有形固定資産  

建物及び構築物    3,769百万円

土地    1,733百万円

小計    5,503百万円

無形固定資産 

その他 
  20百万円

投資有価証券      532百万円

合計    6,276百万円

定期預金 220百万円

有形固定資産  

 建物及び構築物    3,832百万円

 土地    1,733百万円

小計    5,566百万円

無形固定資産 

その他 

  19百万円

投資有価証券    715百万円

合計    6,520百万円

   上記物件について、短期借入金 

  2,115百万円、１年以内に返済

予定の長期借入金1,107百万円、長

期借入金1,535百万円の担保に供し

ております。 

 上記物件について、短期借入金

1,474百万円、１年以内に返済予定

の長期借入金788百万円、長期借入

金931百万円の担保に供しておりま

す。 

 上記物件について、短期借入金

1,913百万円、１年以内に返済予定

の長期借入金922百万円、長期借入

金1,104百万円の担保に供しており

ます。 

 ３．受取手形割引高   2,541百万円      1,885百万円    2,018百万円

 ４．貸出コミットメント契

約 

 当社は、運転資金の効率的な調

達を行うため取引金融機関7社と貸

出コミットメント契約を締結して

おります。当中間連結会計期間末

における貸出コミットメントに係

る借入金未実行残高等は次のとお

りであります。 

 当社は、運転資金の効率的な調

達を行うため取引金融機関7社と貸

出コミットメント契約を締結して

おります。当中間連結会計期間末

における貸出コミットメントに係

る借入金未実行残高等は次のとお

りであります。 

 当社は、運転資金の効率的な調

達を行うため取引金融機関7社と貸

出コミットメント契約を締結して

おります。当連結会計年度末にお

ける貸出コミットメントに係る借

入金未実行残高等は次のとおりで

あります。 

  貸出コミットメン

トの総額 
3,100百万円

借入実行残高 －百万円

差引額 3,100百万円

貸出コミットメン

トの総額 
   3,500百万円

借入実行残高 －百万円

差引額    3,500百万円

貸出コミットメン

トの総額 
   3,500百万円

借入実行残高 －百万円

差引額    3,500百万円

※５．中間連結会計期間末日

（連結会計年度末日）満

期手形 

 ──────  ──────  連結会計年度末日満期手形の会

計処理については、手形交換日を

もって決済処理しております。な

お、当連結会計年度末日が金融機

関の休日であったため、当連結会

計年度末日の満期手形が期末残高

に含まれております。 

 受取手形      331百万円 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

※１．販売費及び一般管理費  主要な費用は次のとおりであり

ます。 

 主要な費用は次のとおりであり

ます。 

 主要な費用は次のとおりであり

ます。 

  運賃 646百万円

保管料 303百万円

従業員給与手当 2,051百万円

退職給付費用 231百万円

役員退職慰労引当

金繰入額 
16百万円

減価償却費 211百万円

運賃    1,850百万円

保管料    1,392百万円

従業員給与手当    5,066百万円

退職給付費用    468百万円

役員退職慰労引当

金繰入額 
  14百万円

減価償却費    358百万円

運賃    2,079百万円

保管料    1,460百万円

従業員給与手当    8,108百万円

賞与引当金繰入額 203百万円

退職給付費用    708百万円

役員退職慰労引当

金繰入額 
  23百万円

減価償却費    577百万円

※２．固定資産売却益 ────── 土地    8百万円 ────── 

※３．固定資産除却等損失 建物及び構築物 23百万円

その他 8百万円

上記に係わる撤去

費用等 
5百万円

計 37百万円

建物及び構築物   2百万円

その他  8百万円

上記に係わる撤去

費用等 
 0百万円

計   11百万円

建物及び構築物   34百万円

その他   42百万円

上記に係わる撤去

費用等 
  9百万円

計    86百万円



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日）    

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）1.自己株式数の増加33,772株は、単元未満株の買取によるものであります。 

2.自己株式数の減少35株は、単元未満株の売渡請求によるものであります。 

２．配当に関する事項              

 配当金支払額 

 
前連結会計年度末株
式数（株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（株） 

当中間連結会計期間
末株式数（株） 

発行済株式     

普通株式 52,143,948 － － 52,143,948 

合計 52,143,948 － － 52,143,948 

自己株式     

普通株式 503,109 33,772 35 536,846 

合計 503,109 33,772 35 536,846 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年３月30日 

定時株主総会 
普通株式 413,126,712 8 平成17年12月31日 平成18年３月31日 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連

結貸借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連

結貸借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

1.現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 18,677百万円

有価証券勘定 125百万円

  計 18,802百万円

預入期間が３か月を

超える定期預金 
△747百万円

満期期間が３か月を

超える有価証券 
△100百万円

現金及び現金同等物 17,954百万円

現金及び預金勘定       17,396百万円

有価証券勘定    49百万円

  計       17,446百万円

預入期間が３か月を

超える定期預金 
   △766百万円

満期期間が３か月を

超える有価証券 
   △49百万円

現金及び現金同等物       16,630百万円

現金及び預金勘定      15,301百万円

有価証券勘定    175百万円

 計      15,476百万円

預入期間が３か月を

超える定期預金 
△706百万円

満期期間が３か月を

超える有価証券 
△149百万円

現金及び現金同等物 14,620百万円

  ──────   ──────  2.当連結会計年度に当社と合併した旧㈱イ

トーキより引き継いだ資産及び負債の内容は

次のとおりであります。なお、合併により増

加した資本準備金は5,748百万円でありま

す。 

  

流動資産      39,129百万円

固定資産    17,997百万円

 資産合計      57,127百万円

流動負債      35,675百万円

固定負債    9,113百万円

 負債合計      44,789百万円



（リース取引関係） 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

 リース物件の所有権

が借主に移転すると認

められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取

引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

有形固
定資産
その他 

1,593 606 986 

無形固
定資産 
その他 

650 254 395 

合計 2,243 861 1,382 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

有形固
定資産
その他 

1,857 924 932

無形固
定資産 
その他 

793 350 443

合計 2,651 1,274 1,376

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

有形固
定資産
その他 

1,658 755 902

無形固
定資産 
その他 

702 280 421

合計 2,360 1,035 1,324

 ② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

② 未経過リース料期末残高相当額 

 １年以内 415百万円

１年超 928百万円

合計 1,344百万円

１年以内    489百万円

１年超    931百万円

合計  1,420百万円

１年以内   448百万円

１年超   910百万円

合計  1,359百万円

 ③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

 支払リース料 57百万円

減価償却費相当額 49百万円

支払利息相当額 4百万円

支払リース料  272百万円

減価償却費相当額   249百万円

支払利息相当額  25百万円

支払リース料   168百万円

減価償却費相当額   160百万円

支払利息相当額  15百万円

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 同左 

 ⑤ 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

⑤ 利息相当額の算定方法 

 同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

 同左 



（有価証券関係） 

（前中間連結会計期間末） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

３．時価評価されていない有価証券の主な内容 

  前中間連結会計期間末（平成17年６月30日現在） 

種類 
中間連結貸借対照表
計上額（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円） 

(1）国債・地方債等 － － － 

(2）社債 100 99 △0 

(3）その他 200 199 △0 

合計 300 299 △0 

  前中間連結会計期間末（平成17年６月30日現在） 

種類 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 2,372 5,056 2,683 

(2）債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 24 26 1 

合計 2,397 5,082 2,685 

  前中間連結会計期間末（平成17年６月30日現在） 

種類 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

(1)非上場株式 808 

(2)ＭＭＦ・ＦＦＦ 25 

合計 834 



（当中間連結会計期間末） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

３．時価評価されていない有価証券の主な内容 

  当中間連結会計期間末（平成18年６月30日現在） 

種類 
中間連結貸借対照表
計上額（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円） 

(1）国債・地方債等 － － － 

(2）社債 300 298 △2 

(3）その他 1,000 896 △103 

合計 1,300 1,195 △105 

  当中間連結会計期間末（平成18年６月30日現在） 

種類 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1）株式 2,452 7,741 5,289 

(2）債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 320 309 △10 

合計 2,772 8,051 5,278 

  当中間連結会計期間末（平成18年６月30日現在） 

種類 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1)満期保有目的の債券   

国内債券 49 

(2)その他有価証券   

非上場株式 781 



（前連結会計年度） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

３．時価評価されていない有価証券の主な内容 

  前連結会計年度（平成17年12月31日現在） 

種類 
連結貸借対照表計上額

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

(1）国債・地方債等 － － － 

(2）社債 100 97 △2 

(3）その他 200 192 △7 

合計 300 290 △9 

  前連結会計年度（平成17年12月31日現在） 

種類 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額

（百万円） 
差額（百万円） 

(1）株式 2,446 7,928 5,482 

(2）債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 20 27 6 

合計 2,467 7,955 5,488 

  前連結会計年度（平成17年12月31日現在） 

種類 連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1)満期保有目的の債券   

国内債券 49 

(2)その他有価証券   

 非上場株式 789 

 MMF・FFF 25 



（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間（平成17年６月30日現在） 

  為替予約については、当中間連結会計期間末において残高はなく、該当事項はありません。 

 金利スワップ取引については、金利スワップの特例要件を満たしているため、記載を省略しております。 

当中間連結会計期間（平成18年６月30日現在） 

  為替予約については、当中間連結会計期間末において残高はなく、該当事項はありません。 

 金利スワップ取引については、金利スワップの特例要件を満たしているため、記載を省略しております。 

前連結会計年度（平成17年12月31日現在） 

 為替予約については、当連結会計年度において残高はなく、該当事項はありません。 

金利スワップ取引については、金利スワップの特例要件を満たしているため、記載を省略しております。  

（ストック・オプション等関係） 

 当中間連結会計期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日） 

 該当事項はありません。 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成17年１月１日 至平成17年６月30日） 

 （注）１．事業区分の方法 

市場及び販売方法等の類似性に基づいて４つのセグメントに区分しております。 

２．各事業区分の主な商品及び製品 

① オフィス関連事業……事務用デスク及びチェア、収納家具、各種電動収納機器、カウンター、喫煙テーブ

ル、パネル、各種間仕切、金庫、オフィス営繕、組立・施工等の物流サービス 

 ② 設備機器関連事業……建築間仕切、物流設備機器、商業設備機器、研究設備機器等 

 ③ 家庭用関連事業………学習デスク及びチェア、書斎机、書棚、ユニット家具、乳幼児遊具・家具、福祉・

介護用品、その他小物家具等 

 ④ 保守サービス関連事業………什器の修理、メンテナンス等 

３．事業区分の変更 

 当中間連結会計期間から、旧㈱イトーキとの合併による連結規模の拡大に伴い、また、セグメント情報のよ

り一層の充実をはかるため、事業区分及び事業管理単位の見直しを行いました。その結果、従来の「オフィス

関連事業」「家庭用関連事業」の２区分を「オフィス関連事業」「設備機器関連事業」「家庭用関連事業」

「保守サービス関連事業」の４区分に変更しました。この変更は、合併後の新生イトーキにおいて現在行われ

ている各事業の状況をより適切に反映した情報を開示するために、「オフィス関連事業」から「設備機器関連

事業」として独立掲記するとともに、合併により承継した「保守サービス関連事業」を新たに独立掲記したこ

とによるものです。 

  
オフィス関
連事業 
（百万円） 

設備機器関
連事業 
（百万円）  

家庭用関連
事業 

（百万円）  

保守サービ
ス関連事業 

（百万円）  

計 
（百万円） 

消去又は全
社 

（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高               

(1）外部顧客に対

する売上高 
15,048 7,028 2,673 33 24,785 － 24,785 

(2）セグメント間

の内部売上高

又は振替高 

0 － － － 0 (0) － 

計 15,048 7,028 2,673 33 24,785 (0) 24,785 

営業費用 13,798 7,106 2,854 38 23,797 (0) 23,797 

営業利益又は

営業損失(△) 
1,250 △77 △180 △4 987 － 987 



当中間連結会計期間（自平成18年１月１日 至平成18年６月30日） 

 （注）１．事業区分の方法 

市場及び販売方法等の類似性に基づいて４つのセグメントに区分しております。 

２．各事業区分の主な商品及び製品 

① オフィス関連事業……事務用デスク及びチェア、収納家具、カウンター、パネル、金庫、オフィス営繕、

組立・施工等の物流サービス等 

 ② 設備機器関連事業……建築間仕切、物流設備機器、商業設備機器、研究設備機器等 

 ③ 家庭用関連事業………学習デスク及びチェア、書斎机、書棚、ユニット家具、福祉・介護用品、その他小

物家具等 

 ④ 保守サービス関連事業………什器の修理、メンテナンス等 

  

  
オフィス関
連事業 
（百万円） 

設備機器関
連事業 
（百万円）  

家庭用関連
事業 

（百万円）  

保守サービ
ス関連事業 

（百万円）  

計 
（百万円） 

消去又は全
社 

（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高               

(1）外部顧客に対

する売上高 
36,389 20,523 2,631 612 60,157 － 60,157 

(2）セグメント間

の内部売上高

又は振替高 

40 6 － 4 51 (51) － 

計 36,429 20,529 2,631 616 60,208 (51) 60,157 

営業費用 33,133 19,103 2,817 584 55,639 (51) 55,587 

営業利益又は

営業損失(△) 
3,295 1,425 △185 32 4,569 － 4,569 



前連結会計年度（自平成17年１月１日 至平成17年12月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

市場及び販売方法等の類似性に基づいて４つのセグメントに区分しております。 

２．各事業区分の主な商品及び製品 

① オフィス関連事業……事務用デスク及びチェア、収納家具、各種電動収納機器、カウンター、喫煙テーブ

ル、パネル、各種間仕切、金庫、オフィス営繕、組立・施工等の物流サービス 

 ② 設備機器関連事業……建築間仕切、物流設備機器、商業設備機器、研究設備機器等 

 ③ 家庭用関連事業………学習デスク及びチェア、書斎机、書棚、ユニット家具、福祉・介護用品、その他小

物家具等 

 ④ 保守サービス関連事業………什器の修理、メンテナンス等 

３．事業区分の変更 

 当連結会計年度から、旧㈱イトーキとの合併による連結規模の拡大に伴い、また、セグメント情報のより一

層の充実をはかるため、事業区分及び事業管理単位の見直しを行いました。その結果、従来の「オフィス関連

事業」「家庭用関連事業」の２区分を「オフィス関連事業」「設備機器関連事業」「家庭用関連事業」「保守

サービス関連事業」の４区分に変更しました。この変更は、合併後の新生イトーキにおいて現在行われている

各事業の状況をより適切に反映した情報を開示するために、「オフィス関連事業」から「設備機器関連事業」

として独立掲記するとともに、合併により承継した「保守サービス関連事業」を新たに独立掲記したことによ

るものです。 

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自平成17年１月１日 至平成17年６月30日） 

 本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情

報の記載を省略しております。 

 当中間連結会計期間（自平成18年１月１日 至平成18年６月30日） 

 本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情

報の記載を省略しております。 

 前連結会計年度（自平成17年１月１日 至平成17年12月31日） 

  本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情

報の記載を省略しております 

【海外売上高】 

 前中間連結会計期間（自平成17年１月１日 至平成17年６月30日）、当中間連結会計期間（自平成18年１月

１日 至平成18年６月30日）及び前連結会計年度（自平成17年１月１日 至平成17年12月31日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満のため記載を省略いたしました。 

  
オフィス関
連事業 
（百万円） 

設備機器関
連事業 
（百万円）  

家庭用関連
事業 

（百万円）  

保守サービ
ス関連事業 

（百万円）  

計 
（百万円） 

消去又は全
社 

（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高               

(1）外部顧客に対

する売上高 
43,619 26,367 4,849 690 75,527 － 75,527 

(2）セグメント間

の内部売上高

又は振替高 

4 5 － 5 15 (15) － 

計 43,623 26,372 4,849 696 75,543 (15) 75,527 

営業費用 41,334 26,252 5,192 663 73,443 (15) 73,428 

営業利益又は

営業損失(△) 
2,289 120 △343 32 2,099 － 2,099 



（１株当たり情報） 

 （注）算定上の基礎 

１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり中間（当期）純利益 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１株当たり純資産額（円） 786.14 873.28 828.05 

１株当たり中間（当期）純

利益（円） 
13.68 55.29 22.87 

  

 なお、潜在株式調整後１

株当たり中間純利益金額に

ついては、潜在株式がない

ため、記載しておりませ

ん。 

 同左  なお、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益金額に

ついては、潜在株式がない

ため、記載しておりませ

ん。 

  
前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日)

純資産額合計（百万円） － 46,071  － 

純資産の部の合計から控除する金額（百

万円） 
－ 1,004 － 

（うち少数株主持分） （－） （1,004） （－） 

普通株式に係る中間期末（期末）の純資

産額（百万円）  
－ 45,067 － 

普通株式の中間期末（期末）発行済株式

数（株） 
－ 51,607,102 － 

  
前中間連結会計期間 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額       

中間（当期）純利益（百万円） 553 2,854 1,122 

普通株主に帰属しない金額(百万円） △0 － 69 

（うち利益処分による役員賞与金） (△0) (－)  (69) 

普通株式に係る中間（当期）純利益

（百万円） 
553 2,854 1,053 

期中平均株式数（株） 40,460,038 51,620,079 46,062,014 



（重要な後発事象） 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

 ──────  ──────   当社は平成18年１月30日開催の取

締役会において、埼玉県戸田市に保

有する工場跡地の譲渡を決議し、平

成18年２月14日に売買契約を締結い

たしました。 

 (1)譲渡の理由  

 資産保有リスクの軽減、資産運用

の効率化による財務体質の強化等の

観点から譲渡いたします。 

 (2)設備資産の内容 

 資産の内容及び所在地   

     賃貸土地（3,594.36㎡） 

     埼玉県戸田市 

帳簿価額     666百万円 

譲渡価額    1,450百万円 

 (3)譲渡先の概要 

商号    藤和不動産株式会社 

本店所在地 東京都中央区 

      八重洲2-3-13 

代表者   代表取締役社長  

      杉浦 重厚 

 (4)譲渡の日程 

 平成18年１月30日  取締役会決議

 平成18年２月14日  契約締結 

 平成18年５月下旬    物件引渡し 

     （予定）         

 譲渡に伴い、平成18年12月期の

連結会計年度において、固定資産

売却益約７億円を特別利益として

計上する予定であります。 

  



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
(平成17年６月30日) 

当中間会計期間末 
(平成18年６月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   16,090   13,792 12,385   

２．受取手形  ※６ 10,031   10,549 7,674   

３．売掛金   12,826   15,576 14,783   

４．たな卸資産   4,721   4,167 4,787   

５．その他   2,645   2,765 2,049   

貸倒引当金   △833   △764 △858   

流動資産合計     45,481 53.3 46,086 50.5   40,822 48.7

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１          

(1）建物 ※２  13,425   14,193 14,629   

(2）機械及び装置   2,195   2,249 2,343   

(3）土地 ※２  6,714   6,694 6,717   

(4）建設仮勘定   716   83 292   

(5）その他 ※２  1,079   1,526 1,356   

有形固定資産合計   24,132   24,747 25,340   

２．無形固定資産   204   231 208   

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券 ※２ 8,649   12,636 11,236   

(2) その他   9,996   10,554 9,085   

貸倒引当金   △2,718   △2,536 △2,488   

関係会社投資損
失引当金 

  △400   △400 △400   

投資その他の資産
合計 

  15,527   20,253 17,433   

固定資産合計     39,863 46.7 45,232 49.5   42,982 51.3

資産合計     85,344 100.0 91,318 100.0   83,804 100.0 

            

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形   14,421   13,194 9,919   

２．買掛金   8,789   11,265 10,482   

３．短期借入金 ※２ 3,691   3,096 3,524   

４．未払法人税等   807   2,543 568   

５．設備関係支払手形   642   39 1,325   

６．その他   4,433   4,585 3,469   

流動負債合計     32,787 38.4 34,725 38.1   29,290 35.0

 



    
前中間会計期間末 
(平成17年６月30日) 

当中間会計期間末 
(平成18年６月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

Ⅱ 固定負債           

１．長期借入金 ※２ 1,616   920 1,137   

２．退職給付引当金   9,853   9,704 9,768   

３．役員退職慰労引当
金 

  215   213 215   

４．関係会社事業損失
引当金 

  －   224 224   

５．その他   2,198   2,666 2,342   

固定負債合計     13,884 16.3 13,729 15.0   13,688 16.3

負債合計     46,672 54.7 48,454 53.1   42,978 51.3

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     5,277 6.2 － －   5,277 6.3

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金   10,816   － 10,816   

２．その他資本剰余金           

   (1) 自己株式処分 
   差益 

  2,202   － 2,204   

資本剰余金合計     13,018 15.3 － －   13,020 15.6

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金   881   － 881   

２．任意積立金   14,594   － 14,594   

３．中間（当期）未処
分利益 

  3,432   － 3,999   

利益剰余金合計     18,907 22.1 － －   19,474 23.2

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    1,578 1.8 － －   3,211 3.8

Ⅴ 自己株式     △110 △0.1 － －   △159 △0.2

資本合計     38,672 45.3 － －   40,825 48.7

負債・資本合計     85,344 100.0 － －   83,804 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 
(平成17年６月30日) 

当中間会計期間末 
(平成18年６月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成17年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（純資産の部）            

Ⅰ 株主資本                  

１．資本金    － －  5,277 5.8  － － 

２．資本剰余金            

(1）資本準備金   －   10,816   －   

(2）その他資本剰余
金 

  －   2,204   －   

資本剰余金合計    － －  13,020 14.2  － － 

３．利益剰余金            

(1）利益準備金   －   881   －   

(2）その他利益剰余
金 

              

配当準備積立金   －   250   －   

固定資産圧縮積
立金 

  －   2,114   －   

別途積立金   －   12,230   －   

繰越利益剰余金   －   6,167   －   

利益剰余金合計    － －  21,642 23.7  － － 

４．自己株式    － －  △199 △0.2  － － 

株主資本合計    － －  39,741 43.5  － － 

Ⅱ 評価・換算差額等                  

１．その他有価証券評
価差額金 

   － －  3,122 3.4  － － 

評価・換算差額等合
計 

   － －  3,122 3.4  － － 

純資産合計    － －  42,864 46.9  － － 

負債純資産合計    － －  91,318 100.0  － － 

           



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     22,734 100.0 55,950 100.0   69,590 100.0 

Ⅱ 売上原価     16,546 72.8 36,164 64.6   47,510 68.3

売上総利益     6,188 27.2 19,785 35.4   22,080 31.7

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    5,464 24.0 15,690 28.1   20,245 29.1

営業利益     723 3.2 4,095 7.3   1,834 2.6

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息   11   25 49   

２．その他   200 212 0.9 509 535 1.0 479 529 0.8

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息   11   56 76   

２．その他   75 87 0.4 196 253 0.5 229 306 0.4

経常利益     848 3.7 4,377 7.8   2,058 3.0

Ⅵ 特別利益 ※１   82 0.4 38 0.1   295 0.4

Ⅶ 特別損失 ※２   181 0.8 34 0.1   481 0.7

税引前中間(当期)
純利益 

    748 3.3 4,381 7.8   1,872 2.7

法人税、住民税及
び事業税 

  278   2,407 534   

法人税等調整額   40 318 1.4 △654 1,753 3.1 341 875 1.3

中間(当期)純利益     429 1.9 2,627 4.7   996 1.4

前期繰越利益     303 －   303 

合併引継未処分利
益 

    2,698 －   2,698 

中間（当期）未処
分利益 

    3,432 －   3,999 

            



   ③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自平成18年１月１日 至平成18年６月30日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備
金 

その他資
本剰余金

資本剰余
金合計 

利益準備
金 

  
  

その他利益剰余金  
  利益剰余

金合計 

配当準備
積立金 

固定資産
圧縮積立
金 

別途積立
金 

繰越利益
剰余金 

平成17年12月31日 残高 

（百万円） 
5,277 10,816 2,204 13,020 881 250 2,114 12,230 3,999 19,474 

中間会計期間中の変動額           

剰余金の配当（百万円）                 △413 △413 

中間純利益（百万円）                 2,627 2,627 

自己株式の取得（百万円）                     

自己株式の処分（百万円）     0 0             

役員賞与金（百万円）                 △47 △47 

株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額（純

額） 

（百万円） 

                    

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
－ － 0 0 － － － － 2,167 2,167 

平成18年６月30日 残高 

（百万円） 
5,277 10,816 2,204 13,020 881 250 2,114 12,230 6,167 21,642 

 

株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
自己株式 株主資本合計 

その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成17年12月31日 残高 

（百万円） 
△159 37,614 3,211 3,211 40,825 

中間会計期間中の変動額      

剰余金の配当（百万円）   △413     △413 

中間純利益（百万円）   2,627     2,627 

自己株式の取得（百万円） △40 △40     △40 

自己株式の処分（百万円） 0 0     0 

役員賞与金（百万円）   △47     △47 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 

（百万円） 

    △88 △88 △88 

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
△40 2,127 △88 △88 2,038 

平成18年６月30日 残高 

（百万円） 
△199 39,741 3,122 3,122 42,864 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

前中間会計期間 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

 償却原価法（定額法） 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

 同左 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

 同左 

子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原

価は移動平均法により算

定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却

原価は移動平均法により

算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基

づく時価法 

（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原

価は移動平均法により算

定） 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

 同左 

時価のないもの 

 同左 

(2）デリバティブ 

 時価法 

(2）デリバティブ 

 同左 

(2）デリバティブ 

 同左 

(3）たな卸資産 

 商品、製品、原材料、仕掛品

及び貯蔵品は総平均法による原

価法によっております。 

（会計方針の変更） 

 従来、たな卸資産の評価につ

いては先入先出法に基づく原価

法によっておりましたが、当中

間会計期間より総平均法に基づ

く原価法に変更しております。

この変更は、合併により両社の

会計方針を統一するため及び、

仕入価格の変動を平準化するこ

とで、たな卸資産をより適正に

評価するため行ったものであり

ます。 

 なお、これに伴う損益への影

響は軽微であります。 

(3）たな卸資産 

 商品、製品、原材料、仕掛品

及び貯蔵品は総平均法による原

価法によっております。 

(3）たな卸資産 

 商品、製品、原材料、仕掛品

及び貯蔵品は総平均法による原

価法によっております。 

 （会計方針の変更） 

 従来、たな卸資産の評価につ

いては先入先出法に基づく原価

法によっておりましたが、当事

業年度より総平均法に基づく原

価法に変更しております。この

変更は、合併により両社の会計

方針を統一するため及び、仕入

価格の変動を平準化すること

で、たな卸資産をより適正に評

価するため行ったものでありま

す。 

 なお、これに伴う損益への影

響は軽微であります。 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

 定率法によっております。 

 ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物附属設

備は除く）については、定額法

を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

 建物     ８～50年 

 機械及び装置 13～17年 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

 同左 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

 同左 

 



前中間会計期間 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

(2）無形固定資産 

 定額法によっております。 

 なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づく定

額法を採用しております。 

(2）無形固定資産 

同左 

  

(2）無形固定資産 

 同左 

  

３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 

３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

 同左 

３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

 同左 

 (2) 関係会社投資損失引当金 

  関係会社への投資に係る損失

に備るために、当該関係会社の

財政状態及び回収可能性を勘案

して必要額を計上しておりま

す。 

 (2) 関係会社投資損失引当金 

  同左 

(2) 関係会社投資損失引当金 

    同左 

────── 

  

────── 

  

(3) 賞与引当金 

  従業員に対して支給する賞与

の支出に備えるため、支給見込

み額を計上しております。 

 （追加情報） 

 従来、従業員の賞与について

は、当事業年度の支給対象期間

にかかる金額の全額を当事業年

度内に支給しておりましたが、

当事業年度からその一部を個人

別評価に基づき翌事業年度に支

給することとしたため、当該支

給見込み額を賞与引当金として

計上しております。 

 



前中間会計期間 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

 数理計算上の差異について

は、各事業年度の発生時におけ

る平均残存勤務期間内の一定の

年数(10年)による定額法により

按分した額をそれぞれ発生の翌

事業年度から費用処理すること

としております。 

 過去勤務債務については、平

均残存勤務期間内の一定の年数

(10年)による定額法により費用

処理することとしております。 

(3）退職給付引当金 

 同左 

(4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。 

 数理計算上の差異について

は、各事業年度の発生時におけ

る平均残存勤務期間内の一定の

年数（10年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理するこ

ととしております。 

 過去勤務債務については、平

均残存勤務期間内の一定の年数

（10年）による定額法により費

用処理することとしておりま

す。 

(4) 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支払に備

えるため、役員退職慰労金支給

基準内規に基づき当中間会計期

間末要支給額の100％を計上して

おります。 

（追加情報） 

 平成17年2月22日の取締役会に

おいて、平成17年3月30日をもっ

て役員退職慰労金制度を廃止す

ることを決議したことにより、

制度廃止日以降繰入を実施して

おりません。従って、当中間会

計期間末における役員退職慰労

金引当残高は、当該決議以前か

ら就任している役員に対する平

成17年3月30日時点における要支

給額であります。 

(4) 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支払に備

えるため、役員退職慰労金支給

基準内規に基づき当中間会計期

間末要支給額の100％を計上して

おります。 

 なお、平成17年2月22日の取締

役会において、平成17年3月30日

をもって役員退職慰労金制度を

廃止することを決議したことに

より、制度廃止日以降繰入を実

施しておりません。従って、当

中間会計期間末における役員退

職慰労金引当残高は、当該決議

以前から就任している役員に対

する平成17年3月30日時点におけ

る要支給額であります。 

(5) 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支払に備

えるため、役員退職慰労金支給

基準内規に基づき期末要支給額

の100％を計上しております。 

 （追加情報） 

 平成17年2月22日の取締役会に

おいて、平成17年3月30日をもっ

て役員退職慰労金制度を廃止す

ることを決議したことにより、

制度廃止日以降繰入を実施して

おりません。従って、当事業年

度末における役員退職慰労金引

当残高は、当該決議以前から就

任している役員に対する平成17

年3月30日時点における要支給額

であります。 

────── 

  

  

  

 (5) 関係会社事業損失引当金 

 関係会社の事業の損失に備え

るため、関係会社の資産内容等

を勘案し、当社が負担すること

となる損失見込み額を計上して

おります。 

  (6) 関係会社事業損失引当金 

 同左 

  

  

４．リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

４．リース取引の処理方法 

 同左 

４．リース取引の処理方法 

 同左 

 



前中間会計期間 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

５．ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用してお

ります。なお、為替予約につい

ては、振当処理の要件を満たし

ている場合は振当処理を行って

おります。また、金利スワップ

については、特例処理の要件を

満たしておりますので、特例処

理を採用しております。 

５．ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

 同左 

５．ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

 同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

 ａ．為替予約 

 ｂ．金利スワップ 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

 同左 

  

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

 同左 

  

ヘッジ対象 

 ａ．外貨建仕入債務及び外貨

建予定取引 

 ｂ．借入金利息 

ヘッジ対象 

 同左 

  

ヘッジ対象 

 同左 

  

(3）ヘッジ方針 

 為替予約については、為替変

動による円建支払額の変動リス

クを回避する目的で行っており

ます。また、金利スワップにつ

いては、変動金利による資金調

達の変動コストの固定化、ない

しは金利の低減化を図る目的で

行っております。 

(3）ヘッジ方針 

 同左 

(3）ヘッジ方針 

 同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

 為替予約については、ヘッジ

対象及びヘッジ手段の為替変動

の累計を比較し、その変動の比

率によって有効性を評価してお

ります。また、金利スワップに

ついては金利スワップの特例処

理の要件を満たしており、その

判定をもって有効性の評価を省

略しております。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

 同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

 同左 

６．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

 なお、仮払消費税等と仮受消

費税等は相殺のうえ、中間貸借

対照表の流動負債（その他）に

含めて表示しております。 

６．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

 同左 

６．その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

表示方法の変更  

前中間会計期間 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

 ────── (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準） 

 ────── 

   当中間会計期間より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」(企業会計

基準第５号 平成17年12月9日)及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月9日)を適用しております。従来

の資本の部の合計に相当する金額は42,864百

万円であります。 

 なお、中間財務諸表等規則の改正により、

当中間会計期間における中間貸借対照表の純

資産の部については、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しております。 

  

前中間会計期間 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

（貸借対照表） 

  前中間会計期間まで「投資その他の資産」に含めてい

た投資有価証券は、総資産の100分の5を超えたため、当

中間会計期間から「投資有価証券」として区分掲記して

おります。 

  なお、前中間会計期間の投資有価証券の金額は3,731百

万円であります。 

  ────── 

     



追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

（法人事業税の外形標準課税） 

 企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号「法人事業税における外形標準

部分の損益計算書上の表示についての

実務上の取扱い」に基づき、当中間会

計期間から法人事業税の付加価値割及

び資本割については、販売費及び一般

管理費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が

37百万円増加し、営業利益、経常利益

及び税引前中間純利益が同額減少して

おります。 

 （旧㈱イトーキとの合併）  

 当社は、平成17年６月１日付で旧㈱

イトーキと合併し、同社の資産、負債

及び権利義務の一切を引継ぎました。 

 なお、引継いだ資産、負債の内訳は

次のとおりであります。 

科目 金額(百万円) 

(資産の部)  

流動資産 39,129 

現金及び預金 10,191 

受取手形 9,949 

売掛金 15,356 

たな卸資産 2,478 

その他 1,873 

貸倒引当金 △718 

固定資産 17,997 

有形固定資産 7,502 

建物 4,541 

土地 2,578 

その他 381 

無形固定資産 78 

投資その他の資産 10,416 

投資有価証券 4,319 

その他 8,740 

貸倒引当金 △2,244 

関係会社投資損失

引当金 
△400 

資産合計 57,127 

(負債の部)  

流動負債 35,675 

支払手形 11,275 

買掛金 16,433 

短期借入金 3,519 

未払法人税等 494 

その他 3,952 

固定負債 9,113 

長期借入金 1,701 

退職給付引当金 5,269 

その他 2,142 

負債合計 44,789 

正味引継財産合計額 12,337 

（固定資産の引渡し日の変更） 

 当社は、平成18年１月30日開催の取

締役会において、埼玉県戸田市に保有

する工場跡地の譲渡を決議し、平成18

年２月14日に売買契約を締結しまし

た。当初は引渡し予定日を平成18年５

月下旬としておりましたが、本件不動

産売買契約書に基づく土壌汚染調査を

実施したところ、油による一部土壌汚

染が確認され、当社において土壌入れ

替え工事を実施したことに伴い、引渡

し日は平成18年８月29日となりまし

た。 

(1)譲渡資産の内容 

  資産の内容及び所在地 

   賃貸土地（3,594.36㎡） 

   埼玉県戸田市 

 (2)譲渡先の概要 

  商号 藤和不動産株式会社 

(3)損益への影響 

 譲渡に伴い、当初当中間会計期間に

て固定資産売却益７億円を特別利益と

して計上予定でありましたが、上記理

由により、下半期にずれ込むことにな

りました。また、土壌汚染処理費用と

して104百万円が発生したため、固定

資産売却益は644百万円となりまし

た。 

（法人事業税の外形標準課税） 

  企業会計基準委員会 実務対応報告第

12号「法人事業税における外形標準部

分の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」に基づき、当事業年度

から法人事業税の付加価値割及び資本

割については、販売費及び一般管理費

に計上しております。 

  この結果、販売費及び一般管理費が

93百万円増加し、営業利益、経常利益

及び税引前当期純利益が同額減少して

おります。 

 （旧㈱イトーキとの合併） 

 当社は、平成17年６月１日付で旧㈱

イトーキと合併し、同社の資産、負債

及び権利義務の一切を引継ぎました。 

 なお、引継いだ資産、負債の内訳は

次のとおりであります。 

科目 金額(百万円) 

(資産の部)  

流動資産 39,129 

現金及び預金 10,191 

受取手形 9,949 

売掛金 15,356 

たな卸資産 2,478 

その他 1,873 

貸倒引当金 △718 

固定資産 17,997 

有形固定資産 7,502 

建物 4,541 

土地 2,578 

その他 381 

無形固定資産 78 

投資その他の資産 10,416 

投資有価証券 4,319 

その他 8,740 

貸倒引当金 △2,244 

関係会社投資損失

引当金 
△400 

資産合計 57,127 

(負債の部)  

流動負債 35,675 

支払手形 11,275 

買掛金 16,433 

短期借入金 3,519 

未払法人税等 494 

その他 3,952 

固定負債 9,113 

長期借入金 1,701 

退職給付引当金 5,269 

その他 2,142 

負債合計 44,789 

正味引継財産合計額 12,337 

   



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

項目 
前中間会計期間末 
（平成17年６月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年６月30日） 

前事業年度末 
（平成17年12月31日） 

※１．有形固定資産の減価償

却累計額 
35,094百万円       36,525百万円       35,659百万円 

※２．担保資産       

有形固定資産 

建物 

土地 

その他 

小計 

  

 4,009百万円

 1,746百万円

 49百万円

 5,805百万円

  

 3,327百万円

 1,612百万円

 43百万円

 4,983百万円

  

 3,436百万円

 1,612百万円

 45百万円

 5,094百万円

投資その他の資産       

投資有価証券 2,285百万円      532百万円    715百万円 

上記に対応する債務       

短期借入金 1,500百万円      1,000百万円    1,300百万円 

長期借入金 2,511百万円      1,638百万円    1,927百万円 

(１年以内に返済する

長期借入金を含む) 
      

 ３．受取手形割引高 2,496百万円      1,885百万円  2,018百万円 

 ４．貸出コミットメント契

約 

 当社は、運転資金の効

率的な調達を行うため金

融機関7社と貸出コミット

メント契約を締結してお

ります。当中間会計期間

末における貸出コミット

メントに係る借入金未実

行残高等は次のとおりで

あります。 

 当社は、運転資金の効

率的な調達を行うため金

融機関7社と貸出コミット

メント契約を締結してお

ります。当中間会計期間

末における貸出コミット

メントに係る借入金未実

行残高等は次のとおりで

あります。 

 当社は、運転資金の効

率的な調達を行うため取

引金融機関7社と貸出コミ

ットメント契約を締結し

ております。当事業年度

末における貸出コミット

メントに係る借入金未実

行残高等は次のとおりで

あります。 

  貸出コミットメン

トの総額 
3,100百万円

借入実行残高 －百万円

差引額 3,100百万円

貸出コミットメン

トの総額 
 3,500百万円

借入実行残高 －百万円

差引額  3,500百万円

貸出コミットメン

トの総額 
 3,500百万円

借入実行残高 －百万円

差引額  3,500百万円

 ５．偶発債務  債務保証 

 次の関係会社につい

て、金融機関からの借入

に対し債務保証を行って

おります。 

 債務保証 

 次の関係会社につい

て、金融機関からの借入

に対し債務保証を行って

おります。 

債務保証  

 次の関係会社につい

て、金融機関からの借入

に対し債務保証を行って

おります。 

   金盟(蘇州)商

業設備有限公司 
173百万円

  (13百万元）

 金盟(蘇州)商

業設備有限公司
 216百万円

  (15百万元）

  

 金盟(蘇州)商

業設備有限公司 
  219百万円

  (15百万元）

 ※６．中間期末日（期末日）

満期手形 

────── ──────  決算期末日満期手形の

会計処理については、手

形交換日をもって決済処

理しております。なお、

当決算期末日が金融機関

の休日であったため、当

決算期末日満期手形が決

算期末残高に含まれてお

ります。 

 受取手形 296百万円 



（中間損益計算書関係） 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

 当中間会計期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年６月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）1.自己株式数の増加33,772株は、単元未満株の買取によるものであります。 

2.自己株式数の減少35株は、単元未満株の売渡請求によるものであります。 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

※１．特別利益の主要項目       

固定資産売却益 －百万円   8百万円 －百万円  

貸倒引当金戻入益 82百万円   －百万円 38百万円 

関係会社貸倒引当

金戻入益 
－百万円  5百万円  229百万円  

会員権貸倒引当金

戻入益 
－百万円  25百万円  －百万円  

※２．特別損失の主要項目       

固定資産除却等損

失 
29百万円  11百万円    55百万円 

過年度商品買取損

失 
－百万円  16百万円  －百万円  

関係会社事業損失

引当金繰入額 
－百万円 －百万円 224百万円 

合併費用 124百万円    －百万円 151百万円 

 ３．減価償却実施額       

有形固定資産 

無形固定資産 

合計 

638百万円

16百万円

655百万円

   918百万円

  22百万円

   940百万円

   1,511百万円

  37百万円

   1,548百万円

 
前事業年度末株式数

（株） 
当中間会計期間増加
株式数（株） 

当中間会計期間減少
株式数（株） 

当中間会計期間末株
式数（株） 

普通株式 503,109 33,772 35 536,846 

合計 503,109 33,772 35 536,846 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはありません。 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

 リース物件の所有権

が借主に移転すると認

められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取

引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

有形固
定資産
その他 

1,371 540 830 

無形固
定資産 

634 246 388 

合計 2,005 786 1,219 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

取得価
額相当
額 
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

有形固
定資産
その他 

1,533 709 823

無形固
定資産 

770 337 432

合計 2,303 1,047 1,256

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

有形固
定資産
その他 

1,444 610 833

無形固
定資産 

686 270 415

合計 2,130 880 1,249

 ② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

② 未経過リース料期末残高相当額 

 １年以内 377百万円

１年超 866百万円

合計 1,243百万円

１年以内    442百万円

１年超    848百万円

合計  1,290百万円

１年以内   414百万円

１年超   863百万円

合計  1,278百万円

 ③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

③ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

 支払リース料 53百万円

減価償却費相当額 45百万円

支払利息相当額 3百万円

支払リース料   240百万円

減価償却費相当額   221百万円

支払利息相当額  22百万円

支払リース料   143百万円

減価償却費相当額   138百万円

支払利息相当額  13百万円

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 同左 

 ⑤ 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

⑤ 利息相当額の算定方法 

 同左 

⑤ 利息相当額の算定方法 

 同左 



（１株当たり情報） 

 （注）算定の基礎 

 １．１株当たり純資産額 

 ２．１株当たり中間（当期）純利益 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１株当たり純資産額（円） 748.07 830.59 789.66 

１株当たり中間(当期)純利

益(円) 
10.62 50.91 20.62 

   なお、潜在株式調整後１

株当たり中間純利益金額に

ついては、潜在株式がない

ため、記載しておりませ

ん。 

 同左  なお、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益金額に

ついては、潜在株式がない

ため、記載しておりませ

ん。 

  
前中間会計期間 

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日)

当中間会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日)

前事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日)

純資産合計（百万円） － 42,864 － 

純資産の部の合計から控除する金額（百

万円) 
－ － － 

普通株式に係る中間期末（期末）の純資

産額（百万円） 
－ 42,864 － 

普通株式の中間期末（期末）発行済株式

数（株） 
－ 51,607,102 － 

  
前中間会計期間 

(自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日)

当中間会計期間 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日)

前事業年度 
(自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額       

中間（当期）純利益（百万円） 429 2,627 996 

普通株主に帰属しない金額（百万円) － － 47 

（うち利益処分による役員賞与金） (－)  (－)  (47) 

普通株式に係る中間（当期）純利益

（百万円） 
429 2,627 949 

期中平均株式数（株） 40,460,988 51,620,079 46,063,439 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

 ──────  ──────   当社は、平成18年1月30日開催の取

締役会において、埼玉県戸田市に保

有する工場跡地の譲渡を決議し、平

成18年２月14日に売買契約を締結い

たしました。  

(1)譲渡の理由 

  資産保有リスクの軽減、資産運用の

効率化による財務体質の強化等の観点

から譲渡いたします。 

 (2)譲渡資産の内容 

   資産の内容及び所在地   

             賃貸土地（3,594.36㎡）

       埼玉県戸田市 

   帳簿価額    666百万円 

  譲渡価額   1,450百万円 

  (3)譲渡先の概要 

    商号      藤和不動産株式会社 

    本店所在地 東京都中央区 

                八重洲2-3-13 

   代表者     代表取締役社長  

                杉浦 重厚     

 (4)譲渡の日程 

    平成18年１月30日  取締役会決議

   平成18年２月14日  契約締結 

   平成18年５月下旬   物件引渡し 

         （予定）                

  譲渡に伴い、平成18年12月期の事業

年度において、固定資産売却益約７億

円を特別利益として計上する予定であ

りす。 

  



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第56期）（自 平成17年１月１日 至 平成17年12月31日）平成18年３月30日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成17年９月28日

株式会社イトーキ     

  取締役会 御中   

  新日本監査法人 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 橋留 隆志  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 大石  暁  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社イトーキの平成17年１月１日から平成17年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年１月１日から平

成17年６月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金

計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社イトーキ及び連結子会社の平成17年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間（平成17年１月１日から平成17年６月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

 追記情報 

  セグメント情報の注記に記載されているとおり、会社は事業の種類別セグメントの事業区分を変更している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成18年９月25日

株式会社イトーキ     

  取締役会 御中   

  新日本監査法人 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 寺澤  豊  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 渡部  健  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社

イトーキの平成18年1月1日から平成18年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年1月1日から平成18年

6月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変

動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社イトーキ及び連結子会社の平成18年6月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間（平成18年1月1日から平成18年6月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を

表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成17年９月28日

株式会社イトーキ     

  取締役会 御中   

  新日本監査法人 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 橋留 隆志  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 大石  暁  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社イトーキの平成17年１月１日から平成17年12月31日までの第56期事業年度の中間会計期間（平成17年１月１日から平成

17年６月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。こ

の中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社イトーキの平成17年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年１月１日か

ら平成17年６月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成18年９月25日

株式会社イトーキ     

  取締役会 御中   

  新日本監査法人 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 寺澤  豊  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 渡部  健  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社

イトーキの平成18年1月1日から平成18年12月31日までの第57期事業年度の中間会計期間（平成18年1月1日から平成18年6

月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について

中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対

する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社イトーキの平成18年6月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年1月1日から

平成18年6月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４経営上の重要な契約等
	５研究開発活動

	第３設備の状況
	１主要な設備の状況
	２設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2）新株予約権等の状況
	(3）発行済株式総数、資本金等の状況
	(4）大株主の状況
	(5）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該中間会計期間における月別最高・最低株価
	３役員の状況

	第５経理の状況
	１中間連結財務諸表等
	(1）中間連結財務諸表
	①中間連結貸借対照表
	②中間連結損益計算書
	③中間連結剰余金計算書
	④中間連結株主資本等変動計算書
	⑤中間連結キャッシュ・フロー計算書
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高

	(2）その他

	２中間財務諸表等
	(1）中間財務諸表
	①中間貸借対照表
	②中間損益計算書
	③中間株主資本等変動計算書

	(2）その他


	第６提出会社の参考情報

	第二部提出会社の保証会社等の情報

	監査報告書

	pageform1: 1/68
	pageform2: 2/68
	form1: EDINET提出書類  2006/09/25 提出
	form2: 株式会社イトーキ(391012)
	form3: 半期報告書
	pageform3: 3/68
	pageform4: 4/68
	pageform5: 5/68
	pageform6: 6/68
	pageform7: 7/68
	pageform8: 8/68
	pageform9: 9/68
	pageform10: 10/68
	pageform11: 11/68
	pageform12: 12/68
	pageform13: 13/68
	pageform14: 14/68
	pageform15: 15/68
	pageform16: 16/68
	pageform17: 17/68
	pageform18: 18/68
	pageform19: 19/68
	pageform20: 20/68
	pageform21: 21/68
	pageform22: 22/68
	pageform23: 23/68
	pageform24: 24/68
	pageform25: 25/68
	pageform26: 26/68
	pageform27: 27/68
	pageform28: 28/68
	pageform29: 29/68
	pageform30: 30/68
	pageform31: 31/68
	pageform32: 32/68
	pageform33: 33/68
	pageform34: 34/68
	pageform35: 35/68
	pageform36: 36/68
	pageform37: 37/68
	pageform38: 38/68
	pageform39: 39/68
	pageform40: 40/68
	pageform41: 41/68
	pageform42: 42/68
	pageform43: 43/68
	pageform44: 44/68
	pageform45: 45/68
	pageform46: 46/68
	pageform47: 47/68
	pageform48: 48/68
	pageform49: 49/68
	pageform50: 50/68
	pageform51: 51/68
	pageform52: 52/68
	pageform53: 53/68
	pageform54: 54/68
	pageform55: 55/68
	pageform56: 56/68
	pageform57: 57/68
	pageform58: 58/68
	pageform59: 59/68
	pageform60: 60/68
	pageform61: 61/68
	pageform62: 62/68
	pageform63: 63/68
	pageform64: 64/68
	pageform65: 65/68
	pageform66: 66/68
	pageform67: 67/68
	pageform68: 68/68


